
DB/SA の設計項⽬の整理⽅針（8 条(⻯巻) 、36 条） 
 
 
 本資料は，DB と SA の設計項⽬を合わせて説明することの前作業として，共通１２資料２の記載
⾒直しの⽅向性を「８条（⻯巻）」及び「36 条」の⻯巻に関連する設計⽅針を例に⽰すものである。 
 また，基本設計⽅針の要求事項及び要求事項に対する適合説明として対象となる設計説明分類、
必要な設計項⽬を踏まえ、資料３における代表としての説明対象の整理を⾏った結果（⻯巻の例）
を合わせて⽰す。 
 
 なお，本資料内の表現の整合性等については，⽕⼭等の他の現象も含めて継続して修正作業を進
めているところである。 
 
 
 
 添付１︓基本設計⽅針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開（第⼋条 外部からの衝

撃による損傷の防⽌（⻯巻）） 
 添付２︓基本設計⽅針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開（第三⼗六条 重⼤事

故等対処設備） 

【公開版】 2024 年 1 ⽉ 26 ⽇ 
⽇本原燃株式会社 1/25 提出資料からの変更箇所を緑字で⽰す。 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

－

第１章　共通項目
3. 自然現象等
3.3　外部からの衝撃による損傷の防止
3.3.2　竜巻
(1)防護すべき施設及び設計方針
　安全機能を有する施設は，事業指定(変更許可)を受けた想定される竜
巻(以下「設計竜巻」という。)が発生した場合においても，作用する設
計荷重に対してその安全機能を損なわない設計とする。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-2～5,7～12】
定義

3

　また，その施設の倒壊等により竜巻防護対象施設等に波及的影響を及
ぼして安全機能を損なわせるおそれがある施設(以下「竜巻防護対象施設
等に波及的影響を及ぼし得る施設」という。)の影響及び竜巻の随伴事象
による影響を考慮した設計とする。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-21，23】
定義

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-13,27】
定義

基本方針
基本方針
対象選定
設計方針

基本方針

基本方針
対象選定

基本方針

1 基本方針

第２回申請

－

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

－
（冒頭宣言及び定義（用語の定義）であり，具体の設計は基本設計方針No.2～5,7～12に展開する。）

―
（冒頭宣言及び定義（用語の定義）であり, 具体の設計は基本設計方針No.13,27に展開する。）
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　設計竜巻から防護する施設(以下「竜巻防護対象施設」という。)とし
ては，安全評価上その機能を期待する建物・構築物，系統及び機器を漏
れなく抽出する観点から，安全上重要な機能を有する建物・構築物，系
統及び機器を対象とする。竜巻防護対象施設及びそれらを収納する建屋
(以下「竜巻防護対象施設等」という。)は，竜巻に対し，機械的強度を
有すること等により，竜巻防護対象施設の安全機能を損なわない設計と
する。

―
（冒頭宣言及び定義（用語の定義）であり, 具体の設計は基本設計方針No.21,23に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(その他)基本設計方針No.1,3～7,9を受けた設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

－

代表整理の結果

－

－

－

＜凡例等＞

：重⼤事故等対処設備に係る設計項⽬及び説明グループの考え⽅

：「設計項⽬」が同じであるものの設計対応が異なることから「説明グループの考え⽅」を分けて記載するもの

：資料中の噴き出し（⻘⾊）については、設計項⽬の説明内容を⽰す。（下表参照）
吹き出し整理表

36条内の⾶ばし ⇒
36条の受先

8条への⾶ばし元
⇒ 8条の受け先

①-1 常設のうち⾃分で耐えるもの（建物） 36条-91(屋内) ⇒ 36条-91(建物) ⇒ 8条(⻯巻)-15
①-2 建屋に守ってもらうもの(屋内に保管する可搬設備) − ⇒ 36条-121(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-14

可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐えるもの(⼤型移送ポンプ⾞) − ⇒ 36条-122(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19
可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐えるもの(可搬型中型移送ポンプ) − ⇒ 36条-122(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19

①-4 可搬のうち衝突荷重に対して同時機能喪失を防ぐもの(⼤型移送ポンプ⾞) − ⇒ 36条-122(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19
①-5 常設のうち機能喪失した場合に事後保修するもの(アンテナ) − ⇒ 36条-92(屋内) ⇒ 8条(⻯巻)-19
①-6 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機能確保・修理によって対応するもの 36条-94(屋外) ⇒ 36条-94(屋内) ⇒ 8条(⻯巻)-4

− ⇒ 36条-92(屋外)

− ⇒
36条-122(設計説明
分類共通)

②-1 常設SA設備(貯⽔槽) 36条-14(屋内) ⇒ 36条-14(屋内) ⇒ 8条(⻯巻)-19
可搬SA設備(開⼝部) 36条-23(屋外)
可搬SA設備(開⼝部) 36条-24(屋外)
可搬SA設備(屋外) 36条-24(屋外) ⇒ 36条-23(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19
常設SA設備(接続⼝) ⇒ 8条(⻯巻)-18
常設SA設備(接続⼝へのアクセス性) ⇒ 8条(⻯巻)-19

②-4 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機能確保・修理によって対応するもの 36条-15(屋外) ⇒ 36条-15(屋内) ⇒ 8条(⻯巻)-4
③-1 常設のうち⾃分で耐えるもの（建物） − ⇒ 36条-50(建物) ⇒ 8条(⻯巻)-15
③-2 設計⾶来物にならないための措置(可搬型SA設備) − ⇒ 36条-50(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19,29
③-3 可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐えるもの(⼤型移送ポンプ⾞) − ⇒ 36条-50(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19,29

操作性 ④ （対象無し） − ⇒ − ⇒ −
⑤-1 屋内アクセスルート 36条-166(建物) ⇒ 36条-154(建物) ⇒ 8条(⻯巻)-15
⑤-2 屋外アクセスルート 36条-166(建物) ⇒ 36条-154(建物) ⇒ 8条(⻯巻)-19
⑤-3 ルートに影響を受けた場合に整備するもの(ホイールローダ) − ⇒ 36条-157(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19

36条-41(屋内) 36条-35(屋内)⇒

位置的分散

悪影響防⽌

アクセス性

設計項⽬の説明内容
設計⽅針番号

②-2
36条-23(屋内) 8条(⻯巻)-18⇒ ⇒

①-3

①-7 設計⾶来物にならないための措置(資機材) 8条(⻯巻)-29⇒

環境条件

②-3
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

・竜巻防護対象施設等以外の
安全機能を有する施設が損傷
した場合の代替措置に係る系
統構成について,システム設計
にて説明する。

＜8条(竜巻)-4代表以外＞
・防護対象施設等以外の安全機能
を有する施設が損傷した場合の代
替措置に係るシステム設計は, 施
設共通的な事項となるため，16条
-27で説明する。 －

・竜巻防護対象施設等以外の
安全機能を有する施設が損傷
した場合の修理に係る系統構
成については,システム設計に
て説明する。

＜8条(竜巻)-4代表以外＞
・修理に係る系統構成について
は，第16条（安有）の保守・修理
に係る説明と共通するため,16条-
23で説明する。

－

配置設計 ・竜巻防護対象施設等以外の
安全機能を有する施設が損傷
した場合の修理に係る配置上
の考慮事項については,配置設
計にて説明する。

構造設計 ・竜巻防護対象施設等以外の
安全機能を有する施設が損傷
した場合の修理に係る構造上
の考慮事項については,構造設
計にて説明する。

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備は代替設備によ
り必要な機能を確保する設計
とすることをシステム設計に
て説明する。

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備は代替設備によ
り必要な機能を確保する設計
とすることをシステム設計に
て説明する。

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備は関連する工程
の停止により，機能を必要と
しない状態にする設計とする
ことをシステム設計にて説明
する。

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備は関連する工程
の停止により，機能を必要と
しない状態にする設計とする
ことをシステム設計にて説明
する。

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備が損傷した場合
の修理に係る系統構成につい
ては,システム設計にて説明す
る。

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備が損傷した場合
の修理に係る系統構成につい
ては,システム設計にて説明す
る。

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備が損傷した場合
の修理に係る配置上の考慮事
項については,配置設計にて説
明する。

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備が損傷した場合
の修理に係る配置上の考慮事
項については,配置設計にて説
明する。

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備が損傷した場合
の修理に係る構造上の考慮事
項については,構造設計にて説
明する。

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備が損傷した場合
の修理に係る構造上の考慮事
項については,構造設計にて説
明する。

（36条-15）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備は代替設備によ
り必要な機能を確保する設計
とすることを構造設計にて説
明する。

（36条-94）
内的事象を要因とする重大事
故等へ対処する常設重大事故
等対処設備のうち安全上重要
な施設以外の安全機能を有す
る施設と兼用する常設重大事
故等対処設備は代替設備によ
り必要な機能を確保する設計
とすることを構造設計にて説
明する。
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　竜巻防護対象施設等以外の安全機能を有する施設は，竜巻及びその随
伴事象に対して機能を維持すること若しくは竜巻及びその随伴事象によ
る損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支
障のない期間での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること
により，その安全機能を損なわない設計とする。

機能要求①

基本方針
施設共通　基本設計方針
(安全上重要な施設に含まれない安全機能を有す
る施設に対する運用上の措置)

基本方針

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の代替措置に係るシステム
設計は, 施設共通的な事項となる
ため，16条-27で説明する。

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の工程停止に係るシステム
設計は, 16条-**で説明する。

＜36条-15代表以外＞
＜36条-94代表以外＞
・内的事象を要因とする重大事故
等へ対処する常設重大事故等対処
設備のうち安全上重要な施設以外
の安全機能を有する施設が損傷し
た場合の修理に係る系統構成につ
いては，第16条（安有）の保守・
修理に係る説明と共通するた
め,16条-23で説明する。

配置設計

構造設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

設計説明分類共通
（屋内　機器・配管）

－

システム設計

－

屋内　機器・配管 システム設計

16条(Gr3)で整理

【位置的分散に関する設計】
②‐4‐3 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機
能確保・修理によって対応するもの
36条‐15は8条(⻯巻)の屋内の設備に関する設
計と同様の設計であることを確認したため、
統合して説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐6‐3 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機
能確保・修理によって対応するもの
36条‐94は8条(⻯巻)の屋内の設備に関する設
計と同様の設計であることを確認したため、
統合して説明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

－

－

－

－

＜敷地外からの飛来物＞
⇒敷地外から飛来するおそれ
がある飛来物について竜巻防
護対象施設等までの飛来距離
と離隔距離を比較し竜巻防護
対象施設等に到達しないこと

を説明
【[補足外竜巻04]敷地外から

の飛来物について】

－

・基本設計方針No.9の設計条件（設計飛来物による衝撃荷重を上回ると想定される再処理事業所外からの飛来物は，衝撃荷重として考慮する必要のあるものはない）
（※　評価条件は第1回申請と同じ）

―
（冒頭宣言であり, 具体の設計は基本設計方針No.29に展開する。）

・基本設計方針No.9の設計条件（鋼製材よりも運動エネルギ又は貫通力が大きくなる資機材等の設置場所及び障害物の有無を考慮し，固定等及び車両の退避等により飛来物とならない設計と
する）

（※　評価条件は第1回申請と同じ）

基本方針 基本方針

　また，設計飛来物による衝撃荷重を上回ると想定される再処理事業所
外からの飛来物は，飛来距離を考慮すると竜巻防護対象施設等に到達す
るおそれはないことから，衝撃荷重として考慮する必要のあるものはな
い。

基本方針

基本方針

基本方針

基本方針
対象選定

基本方針

12

11
　鋼製材よりも運動エネルギ又は貫通力が大きくなる資機材等の設置場
所及び障害物の有無を考慮し，固定，固縛又は建屋収納並びに車両の入
構管理及び退避を実施することにより，飛来物とならない設計とする。

13

(3) 竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策
a.　竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対策
　竜巻に対する防護設計において，竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜
巻)に対して機械的強度を有する建屋により保護すること，竜巻防護対策
設備を設置すること等により，安全機能を損なわない設計とする。

基本方針

基本方針

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-29】
定義

定義

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-14～20】

6
　なお，使用済燃料収納キャスクは再処理施設内に一時的に保管される
ことを踏まえ，竜巻により使用済燃料収納キャスクを収納する建屋が使
用済燃料収納キャスクに対して波及的破損を与えない設計とする。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-22】

7

(2) 防護設計に係る荷重の設定
 竜巻に対する防護設計を行うための設計竜巻は事業指定(変更許可)を受
けた最大風速100m/sとし，設計荷重は，風圧力による荷重，気圧差によ
る荷重及び飛来物による衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重並びに安
全機能を有する施設に常時作用する荷重，運転時荷重及びその他竜巻以
外の自然現象による荷重を適切に組み合わせたもの(以下「設計荷重(竜
巻)」という。)を設定する。

定義
評価要求

　さらに，設計飛来物に加えて，竜巻の影響を考慮する施設の設置状況
及びその他環境状況を考慮し，評価に用いる飛来物の衝突による荷重を
設定する。

5
　また，上記の施設に対する損傷を考慮して代替設備により必要な機能
を確保すること，安全上支障のない期間での修理を行うことを保安規定
に定めて，管理する。

運用要求

10 定義

8
　風圧力による荷重及び気圧差による荷重は，設計竜巻の特性値に基づ
いて設定する。

定義

定義
　飛来物による衝撃荷重としては，事業指定(変更許可)を受けた設計飛
来物である鋼製材(長さ4.2m×幅0.3m×奥行き0.2m，質量135kg，最大水
平速度51m/s，最大鉛直速度34m/s)が衝突する場合の荷重を設定する。

9

施設共通　基本設計方針
(安全上重要な施設に含まれない安全機能を有す
る施設に対する運用上の措置)

基本方針

基本方針

基本方針 基本方針

基本方針 基本方針

基本方針
―

（冒頭宣言であり, 具体の設計は基本設計方針No.14～20に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

基本方針
対象選定

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

－

―
（基本設計方針No.15,16,19,21,22,34,35に係る設計条件（設計飛来物及び飛来物衝撃荷重の設定））

（※　評価条件は第1回申請と同じ）

―
（基本設計方針No.19に係る設計条件（設計飛来物以外の極小飛来物の設定））

（※　評価条件は第1回申請と同じ）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.2を受けた設計

＜空気密度＞
⇒竜巻防護対象施設及び重大
事故等対処設備を収納する建
屋の構造強度評価のために設
定する風圧力による荷重のパ
ラメ－タである空気密度の設

定根拠について説明
【[補足外竜巻07]設計竜巻荷
重の設定において考慮する

空気密度について】

＜風力係数＞
⇒評価対象ごとの風力係数の

設定根拠を説明
【[補足外竜巻08]風力係数に

ついて】

＜コンクリ－トの破断限界の
設定＞

⇒竜巻より防護すべき施設を
収納する建屋の破断限界の設

定について説明
【[外竜巻23]鉄筋コンクリ－
トの衝突解析モデルにおける
破断限界の設定について】

＜屋根スラブ変形評価の許容
値＞

⇒竜巻より防護すべき施設を
収納する建屋の屋根スラブ変
形評価の許容値について説明
【[外竜巻24]屋根スラブ変形
評価の許容値の設定につい

て】

＜飛来物の選定＞＜風速場モ
デル＞

⇒飛来物の選定及び飛来物発
生防止対策要否の評価方法及

び判断基準について説明
【[補足外竜巻03]飛来物の選

定について】

―
（基本設計方針No.15～17,19,21,22,34,35に係る設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）

―
（運用要求のため）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1及び8条(その他)基本設計方針No.17を受けた設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

―
（基本設計方針No.15,17,19,21,22,34,35に係る設計条件（風荷重及び気圧差荷重の設定））

（※　評価条件は第1回申請と同じ）

―
（冒頭宣言であり, 具体の設計は基本設計方針No.22に展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1を受けた設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.1及び8条(火山)基本設計方針No.17～21を受けた設計

－

－

－

－

－

－

－

－

4



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

－

－
(施設共通の基本設計方針のた

め)

(8条(竜巻)-14)
・屋外　機器・配管のうち，
建屋内外に接続する配管等の
屋内部は，設計竜巻に対して
防護するために機械的強度を
有する建屋または地中構造物
に設置することを配置置設計
にて説明する。
・設置する建屋の構造設計
は，No15，16で展開する

－

＜建屋内の竜巻防護対象施設
の防護＞

⇒竜巻防護対象施設に影響を
及ぼす可能性がある建屋開口
部について，配置設計や建屋
内の壁で防護することを説明
【[補足外竜巻33]建屋開口部

の調査結果について】

36条B⑦ 屋外の常設重大事故
等対処設備（屋外ダクト） (36条-91(45))

・屋外の常設重大事故等対処
設備のうち屋外ダクトは竜巻
に対して外部からの衝撃によ
る損傷を防止できる建屋等内
に設置することを配置設計に
て説明する。

－

36条B⑲ 屋外の可搬型重大事
故等対処設備 (36条-121(45))

・可搬型重大事故等対処設備
は竜巻に対して外部からの衝
撃による損傷を防止できる建
屋等内に設置することを配置
設計にて説明する。

－

－
(施設共通の基本設計方針のた

め)

(8条(竜巻)-14)
・建屋内の竜巻防護対象施設
は，設計竜巻に対して機械的
強度を有する建屋または地中
構造物により防護できる配置
であることを配置情報として
示す。
・設置する建屋の構造設計
は，No15，16で展開する

－

＜建屋内の竜巻防護対象施設
の防護＞

⇒竜巻防護対象施設に影響を
及ぼす可能性がある建屋開口
部について，配置設計や建屋
内の壁で防護することを説明
【[補足外竜巻33]建屋開口部

の調査結果について】

36条C③ 屋内の重大事故等対
処設備

(36条-50)
・屋内の重大事故等対処設備
は竜巻に対して外部からの衝
撃による損傷を防止できる建
屋等内に設置すること又は地
中構造物の内部に設置する設
計を配置情報として示す。

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事故
等対処設備,外部衝撃から防護
するために必要な設備

(36条-91(45))
・屋内の常設重大事故等対処
設備は竜巻に対して外部から
の衝撃による損傷を防止でき
る建屋等内に設置すること又
は地中構造物の内部に設置す
ることを配置設計にて説明す
る。

－

36条C⑯ 屋内の可搬型重大事
故等対処設備

(36条-121(45))
・屋内の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻に対して外部か
らの衝撃による損傷を防止で
きる建屋等内に保管すること
を配置設計にて説明する。

－

－

(8条(竜巻)-15)
・主排気筒管理建屋は，周辺
に竜巻防護対策設備が設置さ
れており設計荷重（竜巻）の
影響を受けないことを配置設
計にて説明する。

－ －

(36条-50)
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は飛来物防護板の
設置により設計荷重（竜巻）
が作用しないことを配置設計
にて説明する。

－ －

(36条-91(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等のうち主排気筒管
理建屋は周辺に竜巻防護対策
設備が設置されており設計荷
重（竜巻）の影響を受けない
ことを配置設計にて説明す
る。

－ －

(36条-121(45))
重大事故等対処設備を収納す
る建屋等のうち主排気筒管理
建屋は周辺に竜巻防護対策設
備が設置されており設計荷重
（竜巻）の影響を受けないこ
とを配置設計にて説明する。

－ －

(36条-50)
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は設計荷重(竜巻)
に対して，主要な構造部材が
転倒,過大な変形及び脱落が生
じない設計とすることを構造
設計にて説明する。

－ －

(36条-91(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は設計荷重(竜巻)
に対して，建屋の構造部材が
転倒,過大な変形及び脱落が生
じないよう，鉄筋コンクリー
ト造を採用するとともに，建
屋の構造部材が十分な厚みを
有することを、構造設計にて
説明する。

－ －

(36条-121(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は設計荷重(竜巻)
に対して，建屋の構造部材が
転倒,過大な変形及び脱落が生
じないよう，鉄筋コンクリー
ト造を採用するとともに，建
屋の構造部材が十分な厚みを
有することを、構造設計にて
説明する。

－ －

(36条-50)
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は設計荷重(竜巻)
に対して，主要な構造部材が
転倒,過大な変形及び脱落が生
じない設計であることを評価
にて説明する。

－ －

(36条-91(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は，設計荷重(竜
巻)に対して建屋の構造部材が
転倒,過大な変形及び脱落が生
じない構造を確保できている
ことを評価にて説明する。

－ －

(36条-121(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は，設計荷重(⻯
巻)に対して建屋の構造部材が
転倒,過⼤な変形及び脱落が⽣
じない構造を確保できている
ことを評価にて説明する。

－ －

建物・構築物（アクセスルー
ト）

36条A⑮ 屋外アクセスルート

配置設計
36条 (No.154)

(36条-154)
・屋内のアクセスルートは竜
巻に対して外部からの衝撃に
よる損傷を防止できる建屋等
内に迂回路も考慮して複数の
アクセスルートを確保するこ
とを配置設計にて説明する。

【36条-154代表】
・屋内のアクセスルートは竜巻に
対して外部からの衝撃による損傷
を防止できる建屋等内に迂回路も
考慮して複数のアクセスルートを
確保する設計は，外部衝撃に対す
る防護に係る設計であるため，説
明Gr1にて説明する。

－ －

【屋内アクセスル－トの確保】
・本要求事項に対する説明は,上記の
「建屋の構造強度確保」の説明と合わ
せて説明

基本方針
設計方針
評価

評価要求

基本方針
(竜巻防護対象施設を収納する建屋)

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋
前処理建屋
分離建屋
精製建屋
ウラン脱硝建屋
ウラン酸化物貯蔵建屋
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋
第１ガラス固化体貯蔵建屋
チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理
建屋
ハル・エンドピース貯蔵建屋
制御建屋
分析建屋
非常用電源建屋
主排気筒管理建屋

基本方針
施設共通　基本設計方針(建屋内の竜巻防護対象
施設)

基本方針
　建屋内の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜巻)に対して竜巻防護対象
施設を収納する建屋内に設置することにより，安全機能を損なわない設
計とする。

設置要求14

(8条(竜巻)-15)
・竜巻防護対象施設を収納す
る建屋は，設計荷重(竜巻)に
対し構造健全性を維持するた
めに，主要な構造部材の転倒
及び脱落が生じない設計とす
ることを、構造設計にて説明
する。

－ －

(8条(竜巻)-15)
・竜巻防護対象施設を収納す
る建屋は，設計荷重(竜巻)に
対して構造健全性を維持する
ために主要な構造部材の転倒
及び脱落が生じない構造を確
保できていることを評価にて
説明する。

【8条(竜巻)-14代表】説明Gr1
【36条-50代表】
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・建屋内に配置することにより外
部からの衝撃から防護する設計は
外部衝撃に対する防護にかかる設
計であるため，説明Gr1にて説明
する。
また，当該設計は外部事象に対し
て共通の設計方針であるため，8
条(竜巻)-14「屋内　機器・配
管」を代表として説明する。
＜8条(火山)-10代表以外＞
・屋内　機器・配管
（8条(その他)-16～20,22～24)，
(外火)-14，(火山)-10，(落雷)-
11）
＜8条(竜巻)-14代表以外＞
・屋外　機器・配管
（8条(竜巻)-14,(その他)-16～
20,22～24)，(外火)-14，(火山)-
10，(落雷)-11））
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-14
代表以外＞
・屋内　機器・配管
（8条(その他)-16～20,22～24)，
(外火)-14，(火山)-10，(落雷)-
11）

屋内　機器・配管

－

＜8条(竜巻)-14代表以外＞
＜36条-91代表以外＞
＜36条-121代表以外＞
・建屋内に配置することにより外
部からの衝撃から防護する設計方
針は外部衝撃に対する共通の設計
方針であることから，Gr1「屋内
機器・配管」の8条(竜巻)-14 を
代表として説明する。

構造設計
8条(竜巻) (No.15-1)
36条 (No.50-1、No.91-2、
No.121-2)

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
基本設計方針No.17，18の設計条件（建屋内の竜巻防護対象施設の配置）

評価
8条(竜巻) (No.15-1)
36条 (No.50-1、No.91-2、
No.121-2)

・8条(竜巻)A①　竜巻防護対
象施設を収納する建屋
・36条A② 設計荷重(竜巻)に
より生じる応力等に対する評
価対象施設及びその支持構造
物
・36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対処
設備を収納する建屋等
・36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

建物・構築物

＜8条(竜巻)-15　代表以外＞
＜36条-50 代表以外＞
＜36条-91 代表以外＞
＜36条-121 代表以外＞
・竜巻防護対策設備の配置により
設計荷重（竜巻）の影響を受けな
いことの配置設計は，8条(竜巻)-
31「竜巻防護対策設備」で合わせ
て説明Gr1で説明する。

配置設計

【8条(竜巻)-15代表】説明Gr1
【36条-50代表】
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・防護対象施設を収納する建屋が
設計荷重（竜巻）に対して構造健
全性を維持する設計は，外部衝撃
に対する防護に係る設計であるた
め，説明Gr1にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-15「建物・構
築物」を代表として説明する。

＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-15
代表以外＞
・建物・構築物

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.7～9から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

－

屋外　機器・配管

配置設計

配置設計

＜建屋内の重大事故等対処設
備の防護＞

⇒重大事故等対処設備に影響
を及ぼす可能性がある建屋開
口部について，配置設計や建
屋内の壁で防護することを説

明
【[補足重事07(添付3)]建屋開
口部の調査結果について】

　竜巻防護対象施設を収納する建屋は，設計荷重(竜巻)に対して，構造
強度評価を実施し，構造健全性を維持することにより，建屋内の竜巻防
護対象施設が安全機能を損なわない設計とする。
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【8条(竜巻)-15代表】説明Gr1
【36条-50代表】
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・防護対象施設を収納する建屋が
設計荷重（竜巻）に対して構造健
全性を維持する設計は，外部衝撃
に対する防護に係る設計であるた
め，説明Gr1にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-15「建物・構
築物」を代表として説明する。

＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-15
代表以外＞
・建物・構築物

＜建屋内の重大事故等対処設
備の防護＞

⇒重大事故等対処設備に影響
を及ぼす可能性がある建屋開
口部について，配置設計や建
屋内の壁で防護することを説

明
【[補足重事07(添付3)]建屋開
口部の調査結果について】

【屋内配置】
・建屋の外壁等で防護される設備の配
置は同様の説明となるため,１つの機器
の配置を説明
・対象は他条文（10条(閉じ込め)【設
計基準事故時の線量低減(フィルタの追
加設置)】の要求事項の説明も必要とな
る高レベル廃液ガラス固化建屋内の固
化セル圧力放出系前置フィルタユニッ
トで説明

【竜巻防護対策設備内への配置】
・本要求事項に対する対象が主排気筒
管理建屋であるため,飛来物防護板の構
造設計と合わせて説明

【建屋の構造強度確保】
・建屋の構造健全性に係る構造の説明
は同様の説明となるため、１つの建屋
の構造を説明
・関連するものは同様の要求のため対
象となるものはどれでもよいが,DB/SA
の要求事項に関連するものを代表とす
る
・対象は建屋自体が防護対象施設に該
当し,他条文(6/33条(地震)【建物･構築
物(屋外重要土木構築物以外)(1.2Ss含
む))の要求事項に対する説明でSクラス
の機能を有する等で代表に整理する分
離建屋を代表に整理

－

【環境条件に関する設計】
①‐1‐3 常設のうち⾃分で耐えるもの (建物)

36条‐91,121は8条(⻯巻)の建物に関する設計と
同様の設計であることを確認したため、統合
して説明する。

【悪影響防⽌に関する設計】
③‐1‐2 常設のうち⾃分で耐えるもの (建物)

36条‐50は8条(⻯巻)の建物に関する設計と同
様の設計であることを確認したため、統合し
て説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐2‐2 建屋で守ってもらうもの(屋外ダクトの屋
内部分，屋内に保管する可搬型設備)

36条‐91,121は8条(⻯巻)の屋内の設備関する設計
と同様の設計であることを確認したため、統合し
て説明する。

【アクセス性に関する設計】
⑤‐1‐3 屋内アクセスルート
36条‐154は8条(⻯巻)の建屋に関する設計であ
り、設計基準対処設備に同様の設計が無いこ
とから、単独で説明する。

⾶来物とならない設計 (36条‐50)については個別
に記載する。（⻯巻以外のその他外部衝撃には
ない観点であり、区別するための措置）

悪影響を防⽌する設計 (36条‐45)の構造的影響に
ついては環境条件に対する設計(36条‐91,121)と
同義であることから番号を併記する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

－

(8条(竜巻)-16)
・主排気筒管理建屋は，竜巻
防護対策設備の設置により飛
来物の影響を受けないことを
配置設計にて説明する。

－ －

(36条-91(45))
・主排気筒管理建屋は，竜巻
防護対策設備の設置により飛
来物の影響を受けないことを
配置設計にて説明する。

－ －

(36条-121(45))
・主排気筒管理建屋は，竜巻
防護対策設備の設置により飛
来物の影響を受けないことを
配置設計にて説明する。

－ －

配置設計
(8条(竜巻)-16)
・竜巻防護対象施設を収納す
る建屋のうちタンク室は，竜
巻防護対策設備の設置により
飛来物の影響を受けないこと
を配置設計にて説明する。

＜8条(竜巻)-16代表以外＞
・竜巻防護対策設備の配置により
飛来物の衝突が防止できる配置設
計は，8条(竜巻)-31「竜巻防護対
策設備」で合わせて説明Gr1で説
明する。

－ －

(8条(竜巻)-16)
・竜巻防護対象施設を収納す
る建屋は，設計飛来物の衝突
に対し建屋の構造部材である
屋根，壁，フード，扉が貫通
及び裏⾯剥離が⽣じない厚さ
を有することを、構造設計に
て説明する。

－ －

(36条-91(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は，設計飛来物の
衝突に対して，建屋の構造部
材である屋根，壁，フード，
扉が貫通及び裏⾯剥離が⽣じ
ない厚さを確保することを、
構造設計にて説明する。

－ －

(36条-121(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は，設計飛来物の
衝突に対して，建屋の構造部
材である屋根，壁，フード，
扉が貫通及び裏⾯剥離が⽣じ
ない厚さを確保することを、
構造設計にて説明する。

－ －

(36条-91(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は，設計飛来物の
衝突に対して，建屋の構造部
材が貫通及び裏⾯剥離が⽣じ
ない厚さを確保することを評
価にて確認する。

－ －

(36条-121(45))
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は，設計飛来物の
衝突に対して，建屋の構造部
材が貫通及び裏⾯剥離が⽣じ
ない厚さを確保することを評
価にて確認する。

－ －

－

(36条-91(45))
・屋内の常設重大事故等対処
設備のうち外気と繋がってい
る重大事故等対処設備は気圧
差による荷重に対して，重大
事故等への対処に必要な機能
に影響を及ぼさないよう，主
要部材が十分な強度を有する
ことをシステム設計にて説明
する。

－ －

(8条(竜巻)-17)
・ガラス固化体貯蔵設備の収
納管は気圧差が影響する範囲
（設計条件）をシステム設計
にて説明する。

＜8条(竜巻)-17代表以外＞
・ガラス固化体貯蔵設備で気圧差
が影響する範囲（設計条件）のシ
ステム設計は，Gr1廃棄物管理施
設の「屋内　機器・配管」の8条
(竜巻)-17 を代表として説明す
る。

－ －

(8条(竜巻)-17)
・塔槽類廃ガス処理設備等の
建屋内の施設で外気と繋がっ
ている竜巻防護対象施設は，
気圧差による荷重に対して，
安全機能（換気機能等）に影
響を及ぼさないよう，主要部
材が十分な強度を有すること
を構造設計にて説明する。

－ －

(36条-91(45))
・屋内の常設重大事故等対処
設備のうち外気と繋がってい
る重大事故等対処設備は気圧
差による荷重に対して，重大
事故等への対処に必要な機能
に影響を及ぼさないよう，主
要部材が十分な強度を有する
ことを構造設計にて説明す
る。

－ －

(8条(竜巻)-17)
・ガラス固化体貯蔵設備の収
納管は，気圧差による荷重に
対して構成する主要部材が安
全機能に影響を及ぼさないよ
う，主要部材が十分な強度を
有することを構造設計にて説
明する。

＜8条(竜巻)-17代表以外＞
・ガラス固化体貯蔵設備の気圧差
による荷重に対する構造設計は，
Gr1廃棄物管理施設の「屋内　機
器・配管」の8条(竜巻)-17 を代
表として説明する。

－ －

(36条-91(45))
・屋内の常設重大事故等対処
設備のうち外気と繋がってい
る重大事故等対処設備は気圧
差による荷重に対して構成す
る主要部材が重大事故等への
対処に必要な機能に影響を及
ぼすような変形が生じないこ
とを評価にて説明する。

－ －

(8条(竜巻)-17)
・ガラス固化体貯蔵設備の収
納管は，気圧差による荷重に
対して構成する主要部材が安
全機能に影響を及ぼすような
変形が生じないことを評価に
て確認する。

＜8条(竜巻)-17代表以外＞
・ガラス固化体貯蔵設備の気圧差
による荷重に対する構造設計は，
Gr1廃棄物管理施設の「屋内　機
器・配管」の8条(竜巻)-17 を代
表として説明する。

－

＜評価対象部位＞＜建屋内の
施設で外気と繋がっている施
設の竜巻の影響を考慮する施
設＞＜強度評価の代表性＞
⇒評価対象部位の選定，建屋
内の施設で外気と繋がってい
る施設の竜巻の影響を考慮す
る施設及び強度評価の代表性
を説明
【[補足外竜巻05]構造強度評
価における評価対象部位の選
定について】
【[補足外竜巻22]建屋内の施
設で外気と繋がっている施設
の竜巻の影響を考慮する施設
について】
【[補足外竜巻21]建屋内の施
設で外気と繋がっている施設
の強度評価の代表性につい
て】

【8条(竜巻)-17代表】説明Gr1
【36条-91 代表】

・屋内　機器・配管の外気と繋
がっている竜巻防護対象施設は，
気圧差による荷重に対する構造設
計は，外部衝撃の防護対象設備等
に係る設計であるため，説明Gr1
にて説明する。
　また，当該設計は共通の設計方
針であるため，8条(竜巻)-15「建
物・構築物」を代表として説明す
る。

－

＜屋根スラブの貫通，裏面剥
離＞

⇒竜巻より防護すべき施設を
収納する建屋の屋根スラブの
貫通、裏面剥離について説明
【[補足外竜巻25]屋根スラブ
の貫通及び裏面剥離評価につ

いて】
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また，設計飛来物の衝突に対して，貫通及び裏面剥離の発生により竜巻
防護対象施設の安全機能を損なわない設計とする。

基本方針
(竜巻防護対象施設を収納する建屋)

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋
前処理建屋
分離建屋
精製建屋
ウラン脱硝建屋
ウラン酸化物貯蔵建屋
ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋
第１ガラス固化体貯蔵建屋
チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理
建屋
ハル・エンドピース貯蔵建屋
制御建屋
分析建屋
非常用電源建屋
主排気筒管理建屋
第１非常用ディーゼル発電設備重油タンク室
第２非常用ディーゼル発電設備燃料油貯蔵タン
ク室

建物・構築物

評価要求
基本方針
設計方針
評価

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.7,9から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.7,8から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

No.14から展開される設計条件（建屋内の竜巻防護対象施設の配置）を考慮

・8条(竜巻)A①　竜巻防護対
象施設を収納する建屋
・36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対処
設備を収納する建屋等
・36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

配置設計

＜8条(竜巻)-16代表以外＞
＜36条-91代表以外＞
＜36条-121代表以外＞
・竜巻防護対策設備の配置により
飛来物の衝突を防止できる配置設
計は，8条(竜巻)-31「竜巻防護対
策設備」に合わせて説明Gr1で説
明する。

構造設計
8条(竜巻) (No.16-1)
36条 (No.91-3、No.121-3)

【8条(竜巻)-16代表】説明Gr1
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・設計飛来物の衝突に対し建屋の
構造部材が貫通及び裏面剥離が生
じない設計は，外部衝撃に係る設
計であるため，説明Gr1にて説明
する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-16「建物・構
築物」を代表として説明する。

評価
8条(竜巻) (No.16-1)
36条 (No.91-3、121-3)

(8条(竜巻)-16)
・竜巻防護対象施設を収納す
る建屋は，設計飛来物の衝突
に対して構造部材が貫通及び
裏面剥離が生じない壁厚を有
することを、評価にて確認す
る。

【8条(竜巻)-16代表】説明Gr1
【36条-91代表】
【36条-121代表】
・設計飛来物の衝突に対し建屋の
構造部材である屋根，壁，フー
ド，扉が貫通及び裏面剥離が生じ
ない設計は，外部衝撃の防護対象
設備に係る設計であるため，説明
Gr1にて説明する。
　また，当該設計は防護対象を収
納する建屋に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-16「建物・構
築物」を代表として説明する。

－

＜評価対象部位＞＜建屋内の
施設で外気と繋がっている施
設の竜巻の影響を考慮する施
設＞＜強度評価の代表性＞

⇒評価対象部位の選定，建屋
内の施設で外気と繋がってい
る施設の竜巻の影響を考慮す
る施設及び強度評価の代表性

を説明
【[補足外竜巻05]構造強度評
価における評価対象部位の選

定について】
【[補足外竜巻22]建屋内の施
設で外気と繋がっている施設
の竜巻の影響を考慮する施設

について】
【[補足外竜巻21]建屋内の施
設で外気と繋がっている施設
の強度評価の代表性につい

て】

－

基本方針
設計方針
評価

基本方針
(竜巻防護対象施設)

せん断処理・溶解廃ガス処理設備（せん断処
理・溶解廃ガス処理設備）
塔槽類排ガス処理設備（前処理建屋塔槽類廃ガ
ス処理設備）
塔槽類排ガス処理設備（分離建屋塔槽類廃ガス
処理設備）
塔槽類排ガス処理設備（精製建屋塔槽類廃ガス
処理設備）
塔槽類排ガス処理設備（ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備）
塔槽類排ガス処理設備（高レベル廃液ガラス固
化建屋塔槽類廃ガス処理設備）
高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備（高レ
ベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備）
換気設備（前処理建屋換気設備）の排気系
換気設備（分離建屋換気設備）の排気系
換気設備（精製建屋換気設備）の排気系
換気設備（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
換気設備）の排気系
換気設備（ウラン・プルトニウム混合酸化物貯
蔵建屋換気設備）の排気系
換気設備（高レベル廃液ガラス固化建屋換気設
備）の排気系
ガラス固化体貯蔵設備（ガラス固化体貯蔵設
備）
制御建屋中央制御室換気設備（制御室換気設
備）
電気設備（ディーゼル発電機）

評価要求

　塔槽類廃ガス処理設備等の建屋内の施設で外気と繋がっている竜巻防
護対象施設は，気圧差による荷重に対して構造強度評価を実施し，安全
機能を損なわないよう，要求される機能を維持する設計とする。

(8条(竜巻)-17)
・塔槽類廃ガス処理設備等の
うち，配管、ダクトで外気と
接続されており気圧差が影響
する範囲（設計条件）をシス
テム設計にて説明する。ま
た，設備の系統設計に基づく
系統上の圧力損失等より気圧
差による荷重の影響範囲が限
定されることをシステム設計
にて説明する。

(8条(竜巻)-17)
・塔槽類廃ガス処理設備等の
建屋内の施設で外気と繋がっ
ている竜巻防護対象施設は，
気圧差による荷重に対して構
成する主要部材が安全機能に
影響を及ぼすような変形が生
じないことを評価にて確認す
る。

屋内　機器・配管

【8条(竜巻)-17代表】説明Gr1
【36条-91代表】
・配管、ダクト等で外気と接続さ
れており気圧差が影響する範囲
（設計条件）をシステム設計は，
外部衝撃に対する防護に係る設計
であるため，説明Gr1にて説明す
る。
また，当該設計は，8条(竜巻)-17
「屋内　機器・配管」を代表とし
て説明する。
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システム設計
36条 (No.91)

構造設計
8条(竜巻) (No.17-1)
36条 (No.91-8)

評価
8条(竜巻) (No.17-1)
36条 (No.91-8)

－

8条(竜巻)C②　建屋内の施設
で外気と繋がっている竜巻防
護対象施設
36条C④ 屋内の常設重大事故
等対処設備,外部衝撃から防護
するために必要な設備

【8条(竜巻)-17代表】説明Gr1
【36条-91代表】
・屋内　機器・配管の外気と繋
がっている竜巻防護対象施設の気
圧差による荷重に対する構造設計
は，外部衝撃に対する防護に係る
設計であるため，説明Gr1にて説
明する。
　また，当該設計は共通の設計方
針であるため，8条(竜巻)-17「屋
内　機器・配管」を代表として説
明する。

【建屋の構造強度確保】
・8条(竜巻)-15と合わせて説明する内
容であるため、代表は8条(竜巻)-15の
整理と同じ

－

【外気と繋がっている設備の構造強度
の確保（気圧差）】
・下記の構造設計と合わせてシステム
設計を説明

【外気と繋がっている設備の構造強度
の確保（気圧差）】
・気圧差を考慮する必要がある塔槽類
廃ガス処理設備/換気設備等の系統を構
成する機器を代表に整理
・関連するものは同様の要求のため対
象となるものはどれでもよいが,DB/SA
の要求事項に関連するものを代表とす
る
・対象は高レベル廃液ガラス固化建屋
換気設備（ダクト,フィルタユニット
等）を代表で整理

・塔槽類廃ガス処理設備/換気設備等の
系統とは異なるガラス固化体貯蔵設備
の収納管は当該要求に該当する収納管
を代表で整理
・なお、収納管は廃棄物管理施設の特
徴的な設備であることから、廃棄物管
理施設で代表を整理

－
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

－

－
(施設共通の基本設計方針のた
め)
36条B⑲ 屋外の可搬型重大事
故等対処設備

(8条(竜巻)-18)
・建屋内の竜巻防護対象施設
の配置情報と建屋の開口部及
び内壁の配置情報，竜巻防護
対策設備の配置を踏まえ，建
屋内の竜巻防護対象施設に対
する設計飛来物の衝突を防止
する設計を配置設計にて説明
する。

＜8条(竜巻)-18代表以外＞
・建屋に収納する竜巻防護対象施
設の配置と建屋開口部の配置等に
より設計飛来物の侵入及び衝突を
防止する設計は，8条(竜巻)-18
「屋内　機器・配管」を代表とし
て説明する。

－ －

【建屋内配置(開口部等)】
・「屋内　機器・配管」の配置の説明
内容と同様のため,下記の「屋内　機
器・配管」で代表を整理

－
(施設共通の基本設計方針のた
め)

(8条(竜巻)-18)
・建屋内の竜巻防護対象施設
の配置情報と建屋の開口部及
び内壁の配置情報，竜巻防護
対策設備の配置を踏まえ，建
屋内の竜巻防護対象施設に対
する設計飛来物の衝突を防止
する設計を配置設計にて説明
する。
・建屋の構造設計はNo.15で展
開する。
・竜巻防護対象設備の構造設
計は，No.20,31で展開する

－

＜建屋内の竜巻防護対象施設
の防護＞

⇒竜巻防護対象施設に影響を
及ぼす可能性がある建屋開口
部について，配置設計や建屋
内の壁で防護することを説明
【[補足外竜巻33]建屋開口部

の調査結果について】

36条C④ 屋内の常設重大事故
等対処設備,外部衝撃から防護
するために必要な設備

(36条-91(45))
・建屋等内の重大事故等対処
設備の配置情報と建屋の開⼝
部及び内壁の配置情報の位置
関係を踏まえ，設計飛来物の
侵入経路を考慮し，設計飛来
物が衝突しない位置に設置す
る設計を配置設計にて説明す
る。

－

＜建屋内の重大事故等対処設
備の防護＞

⇒重大事故等対処設備に影響
を及ぼす可能性がある建屋開
口部について，配置設計や建
屋内の壁で防護することを説

明
【[補足重事07(添付3)]建屋開
口部の調査結果について】

(36条-23)
・設計基準に対処するための
設備又は常設重大事故等対処
設備と異なる位置に保管する
ことを配置設計にて説明す
る。
・竜巻に対して複数の保管場
所に相互に100m以上の離隔を
確保して保管することを配置
設計にて説明する。

－ －

(36条-35)
・接続口は適切に離隔した隣
接しない位置の異なる複数箇
所に設置することを配置設計
にて説明する。

－ －

(36条-121(45))
・竜巻による飛来物に対し
て，屋内に保管するが建屋開
口等により防護が期待できな
い可搬型重大事故等対処設備
は，竜巻が重大事故等の発生
の要因とならないことを踏ま
え100m以上離れた外部保管エ
リアに確保する予備を期待し
必要な機能を維持する設計と
することを配置設計にて説明
する。

－ －

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.14から展開される設計条件（建屋内の竜巻防護対象施設の配置）を考慮

【36条-23 代表】
【36条-35 代表】
【36条-121 代表】

・設計基準に対処するための設備
又は常設重大事故等対処設備と異
なる位置に保管する設計
・竜巻に対して複数の保管場所に
相互に100m以上の離隔を確保して
保管する設計
・接続口は適切に離隔した隣接し
ない位置の異なる複数箇所に設置
する設計
・屋内の可搬型重大事故等対処設
備は竜巻に対して100m以上の離隔
距離を確保した異なる場所にも保
管する設計

以上の設計は，外部衝撃に対する
防護に係る設計であるため，説明
Gr1にて説明する。

配置設計

36条C⑯ 屋内の可搬型重大事
故等対処設備

配置設計

【8条(竜巻)-18代表】
【36条-91 代表】

・建屋に収納する竜巻防護対象施
設の配置と建屋開口部及び竜巻防
護対策設備の配置等により設計飛
来物の衝突を防止する設計は，外
部衝撃に対する防護に係る設計で
あるため，説明Gr1にて説明す
る。
　当該設計は建屋内の防護対象に
共通の設計方針であるため，8条
(竜巻)-18「屋内　機器・配管」
を代表として説明する。
　
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-14
代表以外＞
・屋内　機器・配管

屋内　機器・配管

設置要求 基本方針(竜巻防護対象施設）
基本方針
設計方針

　開口部等からの設計飛来物の侵入により，建屋内に収納されるが防護
が期待できない竜巻防護対象施設は，設計飛来物の衝突による影響に対
して，強度の確保等により機能が損なわれることを防止する設計,配置上
の考慮又は竜巻防護対策設備を設置することにより，安全機能を損なわ
ない設計とする。
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配置設計

屋外　機器・配管

【建屋内配置(開口部等)】
・構造強度が確保できているフ－ド等
の部屋内に設置する設備,構造強度が確
保できていないため,竜巻防護対策設備
を設置する部屋内に設置する設備の説
明パタ－ンごとに代表を整理

〇構造強度が確保できているフ－ド等
の部屋内に設置する設備
・関連するものは同様の要求のため対
象となるものはどれでもよいが,DB/SA
の要求事項に関連する建屋内の設備を
代表とする
・対象は下記の「竜巻防護対策設備を
設置する部屋内に設置する設備」と同
じ制御建屋内の機器及び制御建屋を代
表に整理

〇竜巻防護対策設備を設置する部屋内
に設置する設備
・関連するものは同様の要求のため対
象となるものはどれでもよいが,DB/SA
の要求事項に関連する建屋内の設備を
代表とする
・対象は飛来物防護板（制御建屋　中
央制御室換気設備設置室）,制御建屋,
防護対象の機器を代表に整理

【多様性・位置的分散(外的ハザ－ド】
・以下の説明パタ－ンごとに代表を整
理
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい

〇可搬型SA設備と常設設備で異なる位
置に保管
・対象は可搬型空気圧縮機

〇接続口を複数個所に設置
・対象は前処理建屋の接続口

〇建屋から100m以上離れた位置に設置
・対象は可搬型空気圧縮機

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐3 可搬型SA設備(開⼝部)

36条‐23は8条(⻯巻)の屋内の設備に関する設計
であり、設計基準対処設備に同様の設計が無
いことから、単独で説明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐3‐3 常設SA設備(接続⼝)

36条‐35は8条(⻯巻)の屋内の設備に関する設計
であり、設計基準対処設備に同様の設計が無
いことから、単独で説明する。

「設計⾶来物を防⽌する設計」
の説明グループ
「「可搬型SA，接続⼝の位置的
分散に係る設計」の説明グルー
プ」と同じ設計説明分類、説明
項⽬であるが、配置設計を⽰す
際の代表設備が異なるため分け
て整理する。

「可搬型SA，接続⼝の位置的分
散に係る設計」の説明グループ
「「設計⾶来物を防⽌する設
計」の説明グループ」と同じ設
計説明分類、説明項⽬であるが、
配置設計を⽰す際の代表設備が
異なるため分けて整理する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

－

(8条(竜巻)-19)
・建物・構築物のうち建物お
よび主排気筒が設計荷重(竜
巻)に対し，主要な構造部材の
転倒，過大な変形，脱落が生
じない構造であることを、構
造設計にて説明する。
また，設計飛来物の衝突に対
し貫通及び裏⾯剥離が⽣じな
い厚さを有することを、構造
設計にて説明する。

・建屋の扉交換 －

(36条-50)
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は設計荷重(竜巻)
に対して，主要な構造部材が
転倒,過大な変形及び脱落が生
じない設計を構造設計にて説
明する。
・屋外の重大事故等対処設備
は設計荷重(竜巻)に対して，
主要な構造部材が転倒,過大な
変形及び脱落が生じない設計
を構造設計にて説明する。

－ －

(36条-92(45))
・屋外の常設重大事故等対処
設備は設計荷重(竜巻)に対し
て，構造部材が転倒,過⼤な変
形及び脱落が⽣じないよう，
⼗分な厚みを有することを、
構造設計にて説明する。
　また，屋外の常設重大事故
等対処設備は設計飛来物の衝
突に対し貫通及び裏⾯剥離が
⽣じない厚さを有すること
を、構造設計にて説明する。

－ －

(8条(竜巻)-19)
・建物・構築物のうち建物お
よび主排気筒は，設計荷重(竜
巻)に対して構造健全性を維持
するために必要な強度を有し
ていることを評価にて説明す
る。

－

＜評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足外竜巻05]構造強度評
価における評価対象部位の選

定について】

(36条-50)
・重大事故等対処設備を収納
する建屋等は設計荷重(竜巻)
に対して，主要な構造部材が
転倒,過大な変形及び脱落が生
じない設計を評価にて説明す
る。
・屋外の重大事故等対処設備
は設計荷重(竜巻)に対して，
主要な構造部材が転倒,過大な
変形及び脱落が生じない設計
を評価にて説明する。

－ －

(36条-92(45))
・設計荷重(竜巻)に対して構
造部材が転倒,過大な変形及び
脱落が生じない構造を確保で
きていることを評価にて説明
する。
・貫通及び裏⾯剥離が⽣じな
い厚さを有していることを評
価にて説明する。

－ －

36条A⑮ 屋外アクセスルート

配置設計
36条 (No.154)

(36条-154)
・屋外のアクセスルートは竜
巻に対して迂回路も考慮して
複数のアクセスルートを確保
することを配置設計にて説明
する。

【36条-154代表】
・屋外のアクセスルートは竜巻に
対して迂回路も考慮して複数のア
クセスルートを確保する設計は，
外部衝撃に対する防護に係る設計
であるため，説明Gr1にて説明す
る。

－ －
【屋外アクセスル－トの確保】
・本要求事項の対象となる屋外アクセ
スルートを代表に整理

19

　安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜
巻)に対して，構造強度評価を実施し，安全機能を損なわないよう，要求
される機能を維持する設計とする。また，設計飛来物の衝突による影響
に対して安全機能を損なうおそれのある場合には，竜巻防護対策設備を
設置することにより安全機能を損なわない設計とする。

設置要求
評価要求

基本方針
(竜巻防護対象施設)

前処理建屋
分離建屋
精製建屋
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
高レベル廃液ガラス固化建屋
安全冷却水系
主排気筒
塔槽類廃ガス処理設備（ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備）
塔槽類廃ガス処理設備（高レベル廃液ガラス固
化建屋塔槽類廃ガス処理設備）
換気設備（前処理建屋換気設備）の排気系
換気設備（分離建屋換気設備）の排気系
換気設備（精製建屋換気設備）の排気系
換気設備（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
換気設備）の排気系
換気設備（高レベル廃液ガラス固化建屋換気設
備）の排気系

基本方針
設計方針
評価

8条(竜巻)A②　屋外の竜巻防
護対象施設
36条A② 設計荷重(竜巻)によ
り生じる応力等に対する評価
対象施設及びその支持構造物
36条A④ 屋外の常設重大事故
等対処設備

8条(竜巻)A②　屋外の竜巻防
護対象施設
36条A④ 屋外の常設重大事故
等対処設備

＜8条(竜巻)-19代表以外＞
＜36条-50 代表以外＞
＜36条-92 代表以外＞
・屋外の竜巻防護対象施設につい
て設計荷重（竜巻）に対して構造
健全性を維持する設計は共通の方
針であることから，8条(竜巻)-19
「屋外　機器・配管」を代表に説
明Gr1で説明する

建物・構築物

＜8条(竜巻)-19代表以外＞
＜36条-50 代表以外＞
＜36条-92 代表以外＞
・屋外の竜巻防護対象施設のうち
建屋についての設計荷重（竜巻）
に対して構造健全性を維持する設
計は防護対象施設を収納する建屋
の設計方針と同等であることか
ら，8条(竜巻)-19「屋外　機器・
配管」を代表に説明Gr1で説明す
る

構造設計
8条(竜巻) (No.19-1)
36条 (No.50-1、92-1)

評価
8条(竜巻) (No.19-1)
36条 (No.50-1、92-1)

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計
No.7～10から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

建物・構築物（アクセスルー
ト）

－

【建物の構造強度確保】
・8条(竜巻)-15で代表を整理

【屋外機器の構造強度確保】
・屋外に設置する設備（機器､配管)の
構造強度を確保する構造の説明につい
ては，冷却塔が支持架構に構成機器を
支持する構造となっており､機器と配管
（冷却塔の菅束）の説明内容が含まれ
ていること，FEM解析及び定型式の評価
が含まれることを踏まえて，冷却塔を
代表に整理

【アクセス性に関する設計】
⑤‐2‐3 屋外アクセスルート
36条‐154は8条(⻯巻)の屋外に関する設計であ
り、設計基準対処設備に同様の設計が無いこ
とから、単独で説明する。

8



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

追而 システム設計 (36条-157)
・ホイールローダは予備を含
めた保有数を配備することを
システム設計にて説明する。

【36条-157代表】
・ホイールローダは予備を含めた
保有数を配備することは，外部衝
撃に対する防護に係る設計である
ため，説明Gr1にて説明する。

－

追而

【屋外アクセスル－トの確保】
・本要求事項の対象となるホイ－ルロ
－ダを代表に整理

36条B㉓ ホイールローダ 構造設計 (36条-157)
・屋外アクセスルートを確保
するため，障害物を除去可能
なホイールローダを配備する
ことを構造設計にて説明す
る。

【36条-157代表】
・屋外アクセスルートを確保する
ため，障害物を除去可能なホイー
ルローダを配備することは，外部
衝撃に対する防護に係る設計であ
るため，説明Gr1にて説明する。

－ －
【屋外アクセスル－トの確保】
・本要求事項の対象となるホイ－ルロ
－ダを代表に整理

(8条(竜巻)-19)
・屋外の竜巻防護対象施設の
うち，竜巻防護対策設備の設
置により設計飛来物の衝突を
防止する設備の範囲につい
て，配置設計にて説明する。

－ －

(36条-50)
・屋外の常設重大事故等対処
設備は飛来物防護板の設置に
より設計荷重（竜巻）が作用
しないことについて，配置設
計にて説明する。

－ －

(36条-92(45))
・屋外の常設重大事故等対処
設備のうち屋外ダクトは設計
飛来物が重大事故等対処設備
に衝突しないように，重大事
故等対処設備の上部及び側⾯
を覆うように竜巻防護対策設
備を設置する設計を配置設計
にて説明する。

－ －

36条B② 可搬型重大事故等対
処設備

(36条-23)
・設計基準に対処するための
設備(屋外に設置する設計基準
に対処するための設備を含む)
又は常設重大事故等対処設備
と異なる位置に保管する設計
を配置設計にて説明する。
・竜巻に対して複数の保管場
所に相互に100m以上の離隔を
確保して保管する設計を配置
設計にて説明する。

－ －

36条B⑳ 屋外の可搬型重大事
故等対処設備

（36条-122(45)）
・竜巻による飛来物に対して
屋外にのみ保管する可搬型SA
設備は，竜巻が重大事故等の
発生の要因とならないことを
踏まえ，固縛等の措置を講じ
た上で互いに100m以上の離隔
を確保して保管する予備を期
待し必要な機能を維持する設
計とすることを配置設計にて
説明する。

－ －

構造設計
8条(竜巻)（No.19-2）

(8条(竜巻)-19)
・屋外　機器・配管のうち冷
却塔，配管は，設計荷重(竜
巻)に対して主要な構成部材が
安全機能をに影響を及ぼす変
形が生じない構造であること
を、構造設計にて説明する。

【8条(竜巻)-19代表】説明Gr1
・屋外の竜巻防護対象施設につい
て設計荷重（竜巻）に対して構造
健全性を維持する設計は，外部衝
撃からの防護に係る設計方針であ
るため，説明Gr1にて説明する。
　また，当該設計は屋外の竜巻防
護対象施設に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-15「屋外　機
器・配管」を代表として説明す
る。

＜8条(竜巻)-19代表以外＞
＜8条(竜巻)-21代表以外＞
＜36条-50 代表以外＞
＜36条-92 代表以外＞
・建物・構築物
・屋外　機器・配管
・屋内　機器・配管

－

【屋外機器の構造強度確保】
・屋外に設置する設備の構造強度を確
保する構造の説明内容は同様となるた
め,冷却塔を代表に整理

評価
8条(竜巻)（No.19-2）

(8条(竜巻)-19)
・屋外　機器・配管のうち冷
却塔，配管は，設計荷重(竜
巻)に対して構造健全性を維持
するために必要な強度を有し
ていることを評価で確認す
る。

【8条(竜巻)-19代表】説明Gr1
・屋外の竜巻防護対象施設につい
て設計荷重（竜巻）に対して構造
健全性を維持する設計は，外部衝
撃からの防護に係る設計方針であ
るため，説明Gr1にて説明する。
　また，当該設計は屋外の竜巻防
護対象施設に共通の設計方針であ
るため，8条(竜巻)-15「屋外　機
器・配管」を代表として説明す
る。

＜8条(竜巻)-19代表以外＞
＜8条(竜巻)-21代表以外＞
＜36条-50 代表以外＞
＜36条-92 代表以外＞
・建物・構築物
・屋外　機器・配管
・屋内　機器・配管

＜評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足外竜巻05]構造強度評
価における評価対象部位の選

定について】
＜配管に対する飛来物の影響

＞
⇒配管に設計飛来物が衝突し
た際の対象設備の機能への影

響について説明
【[補足外竜巻35]配管に対す
る設計飛来物の衝突影響評

価について】

－

構造設計
8条(竜巻)（No.19-3） (8条(竜巻)-19)

・竜巻防護対策設備により防
護される冷却塔，配管は，防
護ネットを通過する飛来物で
ある砂利による衝撃荷重に対
し，貫通を生じない厚さを有
することを、構造設計にて説
明する。
・竜巻防護対象設備の配置・
設計は，No20，31で展開する

【8条(竜巻)-19代表】説明Gr1
・屋外の竜巻防護対象施設につい
て設計荷重（竜巻）に対して構造
健全性を維持する設計は，外部衝
撃の防護対象設備等に係る設計で
あるため，説明Gr1にて説明す
る。
　また，当該設計は，8条(竜巻)-
19「屋外　機器・配管」を代表と
して説明する。

－ －
【屋外機器の構造強度確保】
・8条(竜巻)（No.19-2）の構造の説明
に合わせて説明

評価
8条(竜巻)（No.19-3）

(8条(竜巻)-19)
・屋外　機器・配管のうち冷
却塔，配管は，防護ネットを
通過する飛来物である砂利に
対し貫通を生じない厚さを有
することを、評価で確認す
る。

【8条(竜巻)-19代表】説明Gr1
・屋外の竜巻防護対象施設につい
て設計荷重（竜巻）に対して構造
健全性を維持する設計は，外部衝
撃の防護対象設備等に係る設計で
あるため，説明Gr1にて説明す
る。
　また，当該設計は，8条(竜巻)-
19「屋外　機器・配管」を代表と
して説明する。

－

＜評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足外竜巻05]構造強度評
価における評価対象部位の選

定について】
＜砂利の影響＞

⇒飛来物防護ネットを通過す
る砂利等の影響について説明
【[補足外竜巻20]砂利等の極
小飛来物による竜巻防護対象

施設への影響について】

－

構造設計
(No.50-3)

(36条-50)
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻により飛来物と
ならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当
該設備を収納するものを固縛
する設計を構造設計にて説明
する。

－ －

構造設計
36条(No.122-1)

(36条-122(45))
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備及び可搬型重大事故等
対処設備を収納するコンテナ
は風荷重に対して固縛装置に
より固縛することを構造設計
にて説明する。

－ －

評価
36条(No.50-3)

(36条-50)
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻により飛来物と
ならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当
該設備を収納するものを固縛
する設計を評価にて説明す
る。

－ －

評価
36条(No.122-1)

(36条-122(45))
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備及び可搬型重大事故等
対処設備を収納するコンテナ
は風荷重に対して固縛状態を
維持できることを評価にて説
明する。

－

＜固縛装置の評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足重事07(添付2)]固縛装
置の評価対象部位について】

構造設計
36条(No.50-4)

(36条-50)
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻により飛来物と
ならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当
該設備を収納するものを固定
する設計を構造設計にて説明
する。

－ －

構造設計
36条(No.122-2)

(36条-122(45))
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備及び可搬型重大事故等
対処設備を収納するコンテナ
は風荷重に対して固定又は固
定することを構造設計にて説
明する。

－ －

評価
36条(No.50-4)

(36条-50)
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻により飛来物と
ならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当
該設備を収納するものを固定
する設計を評価にて説明す
る。

－ －

評価
36条(No.122-2)

(36条-122(45))
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備及び可搬型重大事故等
対処設備を収納するコンテナ
は風荷重に対して固定状態を
維持できることを評価にて説
明する。

－

＜固縛装置の評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足重事07添付3]固縛装置
の評価対象部位について】

【36条-23代表】
【36条-122代表】
・設計基準に対処するための設備
又は常設重大事故等対処設備と異
なる位置に保管する設計
・竜巻に対して複数の保管場所に
相互に100m以上の離隔を確保して
保管する設計
・屋外の可搬型重大事故等対処設
備は竜巻に対して100m以上の離隔
距離を確保した異なる場所にも保
管する設計

以上の設計は，外部衝撃に対する
防護に係る設計であるため，説明
Gr1にて説明する。

36条B⑥ 屋外の重大事故等対
処設備
36条B⑳ 屋外の可搬型重大事
故等対処設備

【36条-50代表】
【36条-122代表】
・屋外の可搬型重大事故等対処設
備は風荷重に対して固縛装置によ
り固縛又は固縛装置により固縛さ
れたコンテナ等に収納することは
外部衝撃に係る設計であるため，
説明Gr1にて説明する。

【36条-50代表】
【36条-122代表】
・屋外の可搬型重大事故等対処設
備又は可搬型重大事故等対処設備
を収納するコンテナ等は風荷重に
対して固縛状態を維持できること
は外部衝撃に係る設計であるた
め，説明Gr1にて説明する。

【36条-50代表】
【36条-122代表】
・屋外の可搬型重大事故等対処設
備は風荷重に対して固定又は固定
されたコンテナ等に収納すること
は外部衝撃に係る設計であるた
め，説明Gr1にて説明する。

【36条-50代表】
【36条-122代表】
・屋外の可搬型重大事故等対処設
備又は可搬型重大事故等対処設備
を収納するコンテナ等は風荷重に
対して固定状態を維持できること
は外部衝撃に係る設計であるた
め，説明Gr1にて説明する。

基本方針
設計方針
評価

8条(竜巻)B①　屋外の竜巻防
護対象施設
36条B⑥ 屋外の重大事故等対
処設備
36条B⑧ 屋外の常設重大事故
等対処設備（屋外ダクト）

8条(竜巻)B①　屋外の竜巻防
護対象施設

基本方針
(竜巻防護対象施設)

前処理建屋
分離建屋
精製建屋
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
高レベル廃液ガラス固化建屋
安全冷却水系
主排気筒
塔槽類廃ガス処理設備（ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備）
塔槽類廃ガス処理設備（高レベル廃液ガラス固
化建屋塔槽類廃ガス処理設備）
換気設備（前処理建屋換気設備）の排気系
換気設備（分離建屋換気設備）の排気系
換気設備（精製建屋換気設備）の排気系
換気設備（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
換気設備）の排気系
換気設備（高レベル廃液ガラス固化建屋換気設
備）の排気系

設置要求
評価要求

　安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜
巻)に対して，構造強度評価を実施し，安全機能を損なわないよう，要求
される機能を維持する設計とする。また，設計飛来物の衝突による影響
に対して安全機能を損なうおそれのある場合には，竜巻防護対策設備を
設置することにより安全機能を損なわない設計とする。

19

＜8条(竜巻)-19代表以外＞
＜36条-50代表以外＞
＜36条-92代表以外＞
・竜巻防護対策設備の配置により
竜巻防護対象施設への飛来物の衝
突が防止できる配置設計
・屋外の常設重大事故等対処設備
は飛来物防護板の設置により設計
荷重（竜巻）が作用しない設計
・屋外の常設重大事故等対処設備
のうち屋外ダクトは設計飛来物が
重大事故等対処設備に衝突しない
ように，重大事故等対処設備の上
部及び側⾯を覆うように竜巻防護
対策設備を設置する設計

以上の設計は，8条(竜巻)-31「竜
巻防護対策設備」に合わせて説明
Gr1で説明する。

－

配置設計

屋外　機器・配管

－

【固縛又は固定により構造強度確保】
・連結材等で固縛するものとボルト等
で固定するものの説明パタ－ンごとに
代表を整理
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい

〇固縛
・対象は他条文(36条(重大事故)【津波
による影響を受けるおそれのある位置
への据え付け時の考慮】)の要求事項の
対象となる大型移送ポンプ車を代表に
整理

〇固定
・対象は可搬型空気圧縮機を代表に整
理

－

【固縛又は固定により構造強度確保】
・連結材等で固縛するものとボルト等
で固定するものの説明パタ－ンごとに
代表を整理
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい

〇固縛
・対象は他条文(36条(重大事故)【津波
による影響を受けるおそれのある位置
への据え付け時の考慮】)の要求事項の
対象となる大型移送ポンプ車を代表に
整理

〇固定
・対象は可搬型空気圧縮機を代表に整
理

【多様性・位置的分散(外的ハザ－ド】
・以下の説明パタ－ンごとに代表を整
理
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい

〇可搬型SA設備と常設設備で異なる位
置に保管
・対象は可搬型空気圧縮機を代表に整
理

〇接続口を複数個所に設置
・対象は前処理建屋の接続口を代表に
整理

〇建屋から100m以上離れた位置に設置
・対象は可搬型空気圧縮機を代表に整
理

【竜巻防護対策設備内への配置】
・本要求事項の対象となる屋外ダクト
の配置の説明は、飛来物防護板の構造
設計と合わせて説明

【環境条件に関する設計】
①‐3‐2 可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐え
るもの（⼤型移送ポンプ⾞、可搬型中型移送
ポンプ）
36条‐122は8条(⻯巻)の屋外の設備に関する設
計であり、設計基準対処設備に同様の設計が
無いことから、単独で説明する。

【悪影響防⽌に関する設計】
③‐3‐2 可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐え
るもの（⼤型移送ポンプ⾞、可搬型中型移送ポ
ンプ）
36条‐122は8条(⻯巻)の屋外の設備に関する設計
であり、設計基準対処設備に同様の設計が無い
ことから、単独で説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐4‐2 可搬のうち衝突荷重に対して同時機
能喪失を防ぐもの(⼤型移送ポンプ⾞)

36条‐122は8条(⻯巻)の屋外の設備に関する設
計であり、設計基準対処設備に同様の設計が
無いことから、単独で説明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐3 可搬型SA設備(開⼝部)

36条‐23は8条(⻯巻)の屋内の設備に関する設
計であり、設計基準対処設備に同様の設計が
無いことから、単独で説明する。

【アクセス性に関する設計】
⑤‐3‐2 ルートに影響を受けた場合に整備す
るもの(ホイールローダ)

36条‐157は8条(⻯巻)の屋外の設備に関する
設計であり、設計基準対処設備に同様の設
計が無いことから、単独で説明する。

9



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

36条C① 常設重大事故等対処
設備

配置設計

(36条-14)
・常設重大事故等対処設備は
設計基準に対処するための設
備と可能な限り位置的分散を
図ることを配置設計にて説明
する。

【36条-14代表】
・常設重大事故等対処設備は設計
基準に対処するための設備と可能
な限り位置的分散を図ることにつ
いては，外部衝撃に係る設計であ
るため，説明Gr1にて説明する。 － －

【多様性・位置的分散(外的ハザ－ド】
・以下の説明パタ－ンごとに代表を整
理
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい

〇常設SA設備とDB設備で異なる位置設
置
・対象は貯水槽を代表に整理

追而

(36条-35)
・接続口は屋外からのアクセ
ス性を考慮した異なる複数箇
所に設置する設計することを
配置設計にて説明する。

【36条-35代表】
・接続口は屋外からのアクセス性
を考慮した異なる複数箇所に設置
する設計することについては、外
部衝撃に係る設計であるため，説
明Gr1にて説明する。

－

追而 【多様性・位置的分散(外的ハザ－ド】
・以下の説明パタ－ンごとに代表を整
理
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい

〇接続口を複数個所に設置
・対象は前処理建屋の接続口を代表に
整理

36条C⑤ 情報把握計装設備用
屋内伝送系統等の屋外アンテ
ナ,波及的影響を及ぼし得る施
設であるベント管等

構造設計 (36条-92(45))
・情報把握計装設備用屋内伝
送系統等の屋外アンテナは，
竜巻により機能喪失する場
合，速やかに予備品等による
復旧措置を行うことを構造設
計にて説明する。

【36条-92代表】
・情報把握計装設備用屋内伝送系
統等の屋外アンテナは，竜巻によ
り機能喪失する場合，速やかに予
備品等による復旧措置を行うこと
については，外部衝撃からの防護
に係る設計方針であるため，説明
Gr1にて説明する。

－

＜予備品等による復旧措置＞
⇒竜巻により機能喪失する場
合，予備品等による復旧措置

を行うことを説明
【[補足重事07添付4]情報把握
設備屋外アンテナの竜巻飛来
物損傷時の予備品を用いた復

旧について】

【予備品による機能維持】
・本要求事項の対象となる屋外アンテ
ナを代表に整理

－

－ －

－

(8条(竜巻)-21)
・竜巻防護対象施設との配置
により，設計荷重(竜巻)に対
し転倒又は倒壊により波及的
影響を及ぼしうる設備（設計
条件）を配置設計にて説明す
る。

－ －

(36条-92)
・重大事故等対処設備との配
置により，設計荷重(竜巻)に
対し転倒又は倒壊により波及
的影響を及ぼしうる設備（設
計条件）を配置設計にて説明
する。

(8条(竜巻)-21)
・建物・構築物のうち波及的
影響を及ぼし得る施設である
建物，北換気筒は，設計荷重
(竜巻)に対し倒壊又は転倒を
防止できる構造であること
を、構造設計にて説明する。

－ －

(36条-92)
・建物・構築物のうち波及的
影響を及ぼし得る施設である
建物，北換気筒は，設計荷重
(竜巻)に対し倒壊又は転倒を
防止できる構造であること
を、構造設計にて説明する。

(8条(竜巻)-21)
・建物・構築物のうち波及的
影響を及ぼし得る施設である
建屋，北換気筒は，設計荷重
(竜巻)に対して倒壊又は転倒
しない強度を有することを評
価にて説明する。

－

＜評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足外竜巻05]構造強度評
価における評価対象部位の選

定について】

(36条-92)
・建物・構築物のうち波及的
影響を及ぼし得る施設である
建屋，北換気筒は，設計荷重
(竜巻)に対して倒壊又は転倒
しない強度を有することを評
価にて説明する。

－

配置設計

(8条(竜巻)-21)
・竜巻防護対象施設との配置
により，設計荷重(竜巻)に対
し転倒又は倒壊により波及的
影響を及ぼしうる設備（設計
条件）を配置設計にて説明す
る。

＜8条(竜巻)-21　代表以外＞
・竜巻防護対象施設に対し倒壊又
は転倒により波及的影響を及ぼし
得る施設の設計条件は，8条(竜
巻)-21「建物・構築物」を代表に
説明Gr1にて説明する。

－ －

構造設計
8条(竜巻)（No.21-2）

(8条(竜巻)-21)
・屋外　機器・配管のうち波
及的影響を及ぼし得る施設で
ある換気設備(ウラン・プルト
ニウム混合酸化物貯蔵建屋換
気設備)の排気系は，設計荷重
(竜巻)に対し倒壊又は転倒を
防止できる構造であること
を、構造設計にて説明する。

＜8条(竜巻)-21　代表以外＞
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又は
転倒を防止できる構造設計は，8
条(竜巻)-19「屋外　機器・配
管」を代表に説明Gr1で説明す
る。

－ －

評価
8条(竜巻)（No.21-2）

(8条(竜巻)-21)
・屋外　機器・配管のうち波
及的影響を及ぼし得る施設で
ある換気設備(ウラン・プルト
ニウム混合酸化物貯蔵建屋換
気設備)の排気系は，設計荷重
(竜巻)に対して倒壊又は転倒
しない構造強度を有すること
を評価にて説明する。

＜8条(竜巻)-21　代表以外＞
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又は
転倒を防止できる構造に対する評
価は，8条(竜巻)-19「屋外　機
器・配管」を代表に説明Gr1で説
明する。

－

＜評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足外竜巻05]構造強度評
価における評価対象部位の選

定について】

－

(8条(竜巻)-21)
・屋外の建物構築物のうち，
竜巻防護対象施設と繋がって
いる波及的影響を及ぼし得る
施設（機能的影響）の系統情
報（設計情報）をシステム設
計にて説明する。

－ －

(36条-92(45))
・屋外の建物構築物のうち，
重大事故等対処設備と繋がっ
ている波及的影響を及ぼし得
る施設(機能的影響)の系統情
報(設計情報)をシステム設計
にて説明する。

－ －

(8条(竜巻)-21)
・屋内　機器・配管のうち屋
外に設置しているベント管等
は，設計荷重(竜巻)に対して
機能的影響を及ぼす変形が生
じない構造であることを、構
造設計にて説明する。

－ －

(36条-92(45))
・屋内　機器・配管のうち波
及的影響を及ぼし得る施設で
あるベント管等は，設計荷重
(竜巻)に対して機能的影響を
及ぼす変形が生じない構造で
あることを、構造設計にて説
明する。

－ －

(8条(竜巻)-21)
・屋内　機器・配管のうち波
及的影響を及ぼし得る施設で
あるベント管等は，設計荷重
(竜巻)に対して機能的影響を
及ぼす変形が生じない構造強
度を有していることを評価に
て説明する。

－

＜評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足外竜巻05]構造強度評
価における評価対象部位の選

定について】

(36条-92(45))
・屋内　機器・配管のうち波
及的影響を及ぼし得る施設で
あるベント管等は，設計荷重
(竜巻)に対して機能的影響を
及ぼす変形が生じない構造強
度を有していることを評価に
て説明する。

－ －

構造設計
8条(竜巻)（No.21-1）
36条 (No.92-●)

評価
8条(竜巻)（No.21-1）
36条 (No.92-●)

基本方針
設計方針
評価

評価要求

基本方針
(波及的影響を及ぼし得る施設)

北換気筒（北換気筒）
使用済燃料輸送容器管理建屋（使用済燃料収納
使用済燃料輸送容器保管庫）
使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋
低レベル廃棄物処理建屋
出入管理建屋
換気設備(ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵
建屋換気設備)の排気系
施設共通　基本設計方針(波及的影響を及ぼし得
る施設)

基本方針
設計方針
評価

建物・構築物

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.3を受けた設計
No.7～9から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

配置設計

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-30】

設置要求
評価要求

基本方針
(竜巻防護対象施設)

前処理建屋
分離建屋
精製建屋
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
高レベル廃液ガラス固化建屋
安全冷却水系
主排気筒
塔槽類廃ガス処理設備（ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備）
塔槽類廃ガス処理設備（高レベル廃液ガラス固
化建屋塔槽類廃ガス処理設備）
換気設備（前処理建屋換気設備）の排気系
換気設備（分離建屋換気設備）の排気系
換気設備（精製建屋換気設備）の排気系
換気設備（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋
換気設備）の排気系
換気設備（高レベル廃液ガラス固化建屋換気設
備）の排気系

　竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，破損に伴
う倒壊又は転倒による機械的影響を及ぼし得る施設は，設計荷重(竜巻)
に対して，構造強度評価を実施し，当該施設の倒壊又は転倒により，周
辺の竜巻防護対象施設等に波及的影響を及ぼさない設計とする。竜巻防
護対象施設等に波及的影響を及ぼし得る施設のうち，当該施設が機能喪
失に陥った場合に竜巻防護対象施設も機能喪失させる機能的影響を及ぼ
し得る施設は，設計荷重(竜巻)に対して，必要な機能を維持する設計と
する。

21

　竜巻防護対策設備の基本設計方針については，第２章　個別項目の
「7.3.4　竜巻防護対策設備」に示す。

　安全冷却水系の冷却塔等の屋外の竜巻防護対象施設は，設計荷重(竜
巻)に対して，構造強度評価を実施し，安全機能を損なわないよう，要求
される機能を維持する設計とする。また，設計飛来物の衝突による影響
に対して安全機能を損なうおそれのある場合には，竜巻防護対策設備を
設置することにより安全機能を損なわない設計とする。

19

20 ―基本方針

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.13を受けた設計

＜8条(竜巻)-21代表以外＞
＜36条-92 代表以外＞
・設計荷重(竜巻)に対して機能的
影響を及ぼす変形が生じない構造
設計は，8条(竜巻)-19「屋外　機
器・配管」を代表に説明Gr1で説
明する。

＜8条(竜巻)-21代表以外＞
＜36条-92 代表以外＞
・設計荷重(竜巻)に対して機能的
影響を及ぼす変形が生じない構造
に対する評価は，8条(竜巻)-19
「屋外　機器・配管」を代表に説
明Gr1で説明する。

―
（冒頭宣言であり, 具体の設計は基本設計方針No.30に展開する。）

屋外　機器・配管

屋内　機器・配管

システム設計

【8条(竜巻)-21代表】
【36条-92代表】
・設計荷重(竜巻)で竜巻防護対象
施設に対し波及的影響を及ぼし得
る施設の設計条件は外部衝撃から
の防護にかかる設計方針であるた
め，説明Gr1にて説明する。
また，当該設計は共通の設計方針
のため，8条(竜巻)-19「屋外　機
器・配管」を代表として説明す
る。

8条(竜巻)A③　竜巻防護対象
施設等に波及的影響を及ぼす
おそれのある設備

8条(竜巻)B②　竜巻防護対象
施設等に波及的影響を及ぼす
おそれのある設備

構造設計
8条(竜巻) (No.21-3)
36条 (No.92-3)屋内　機器・配管

8条(竜巻)C②　竜巻防護対象
施設等に波及的影響を及ぼす
おそれのある配管等
36条C⑤ 情報把握計装設備用
屋内伝送系統等の屋外アンテ
ナ,波及的影響を及ぼし得る施
設であるベント管等

評価
8条(竜巻) (No.21-3)
36条 (No.92-3)

【8条(竜巻)-21　代表】
・設計荷重(竜巻)で竜巻防護対象
施設に対し倒壊又は転倒により波
及的影響を及ぼし得る施設の設計
条件は外部衝撃の防護対象設備等
に係る設計であるため，説明Gr1
にて説明する。
＜8条(竜巻)-21　代表以外＞
・屋外　機器・配管
＜廃棄物管理施設　8条(竜巻)-18
代表以外＞
・建物・構築物

＜8条(竜巻)-21　代表以外＞
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又は
転倒を防止できる構造設計は，8
条(竜巻)-19「屋外　機器・配
管」を代表に説明Gr1で説明す
る。

＜8条(竜巻)-21　代表以外＞
・設計荷重(竜巻)に対し倒壊又は
転倒を防止できる構造設計は，8
条(竜巻)-19「屋外　機器・配
管」を代表に説明Gr1で説明す
る。

－

【屋外機器の構造強度確保】
・屋外に設置する設備の構造強度を確
保する構造の説明内容は同様となるた
め,冷却塔を代表に整理

【屋外機器の構造強度確保】
・屋外に設置する設備の構造強度を確
保する構造の説明内容は同様となるた
め,冷却塔を代表に整理

－

【建物・構築物の構造強度確保】
・下記の「構造設計」の説明と合わせ
て代表を整理

【建屋の構造強度確保】
・建屋の構造健全性に係る構造の説明
は8条(竜巻)-15と同様の説明となるた
め、8条(竜巻)-15で代表を整理

【構築物の構造強度確保】
・本要求事項の対象となる北換気筒を
代表に整理
・北換気筒の構造の説明に合わせて上
記の［配置設計］を説明

【屋外機器の構造強度確保】
・屋外に設置する設備の構造強度を確
保する構造の説明内容は同様となるた
め,冷却塔を代表に整理

【環境条件に関する設計】
①‐5‐2 常設のうち機能喪失した場合に事後補
修するもの(アンテナ)

36条‐92は8条(⻯巻)の屋外の設備に関する設計
であり、設計基準対処設備に同様の設計が無い
ことから、単独で説明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐1‐3 常設SA設備(貯⽔槽)

36条‐14は8条(⻯巻)の屋内の設備に関する設
計であり、設計基準対処設備に同様の設計が
無いことから、単独で説明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐3‐3 常設SA設備(接続⼝へのアクセス性)

36条‐35は8条(⻯巻)の屋内の設備に関する設計
であり、設計基準対処設備に同様の設計が無
いことから、単独で説明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

－

－

－ －

－

－

－ －

－

－

－

－

－

－

－ －

構造設計
36条(No.50-3)

(36条-50)
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻により飛来物と
ならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当
該設備を収納するものを固縛
する設計を構造設計にて説明
する。

－ －

評価
36条(No.50-3)

(36条-50)
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻により飛来物と
ならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当
該設備を収納するものを固縛
する設計を評価にて説明す
る。

－ －

構造設計
36条(No.50-4)

(36条-50)
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻により飛来物と
ならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当
該設備を収納するものを固定
する設計を構造設計にて説明
する。

－ －

評価
36条(No.50-4)

(36条-50)
・屋外の可搬型重大事故等対
処設備は竜巻により飛来物と
ならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当
該設備を収納するものを固定
する設計を評価にて説明す
る。

－ －

(8条(竜巻)-29)
・竜巻に対して，鋼製材より
も運動エネルギ又は貫通力が
大きくなる資機材等の設置場
所及び障害物の有無を考慮し,
資機材等が飛来物とならない
ように固縛又は固定する設計

－ －

(36条-92(45))
・竜巻に対して，鋼製材より
も運動エネルギ又は貫通力が
大きくなる資機材等の設置場
所及び障害物の有無を考慮し,
資機材等が飛来物とならない
ように固縛又は固定する設計

－ －

(36条-122(45))
・竜巻に対して，鋼製材より
も運動エネルギ又は貫通力が
大きくなる資機材等の設置場
所及び障害物の有無を考慮し,
資機材等が飛来物とならない
ように固縛又は固定する設計

－ －

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.3を受けた設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.2を受けた設計

―

―
（運用要求）

（※第1回申請と同じ）

－
(施設共通の基本設計方針のた

め)

構造設計
（運用）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.11,27を受けた設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.23を受けた設計

―
（運用要求）

（※飛来物の設定及び飛来物とならない措置については第1回申請と同じ）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.27を受けた設計

屋外　機器・配管

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.23を受けた設計

建物・構築物

＜8条(竜巻)-29代表以外＞
＜36条-92(45)代表以外＞
＜36条-122(45)代表以外＞
・竜巻に対して資機材等が飛来物
とならない措置については，共通
の設計方針となるため，36条-50
「屋外　機器・配管」を代表とし
て説明する。

設計説明分類共通（屋外　機
器・配管）

36条B⑥ 屋外の重大事故等対
処設備

【36条-50代表】Gr1
・竜巻に対して屋外の可搬型重大
事故等対処設備は竜巻により飛来
物とならないよう風荷重を考慮し
必要に応じて当該設備又は当該設
備を収納するものを固縛・固定す
る設計は，外部衝撃に係る設計で
あるため，説明Gr1にて説明す
る。
また，当該設計は共通の設計方針
のため，8条(竜巻)-19「屋外　機
器・配管」を代表として説明す
る。

定義

基本方針基本方針

基本方針基本方針

　使用済燃料収納キャスクを収納する建屋は，設計荷重(竜巻)に対し
て，構造強度評価を実施し，構造健全性を維持することにより，使用済
燃料収納キャスクに波及的破損を与えない設計とする。

　竜巻随伴事象のうち火災に対しては，火災源と竜巻防護対象施設の位
置関係を踏まえて熱影響を評価した上で，竜巻防護対象施設の安全機能
に影響を与えない設計又は火災の感知・消火等の対策により竜巻防護対
象施設の安全機能に影響を与えない設計とする。竜巻随伴事象としての
火災による影響は外部火災及び内部火災に対する防護設計に包絡される
ため，「3.3.3　外部火災」の「(b)　近隣の産業施設の火災及び爆発に
対する防護対策」及び「5.　火災等による損傷の防止」に基づく設計と
する。

c.　必要な機能を損なわないための運用上の措置
　竜巻に関する設計条件等に係る新知見の収集及び竜巻に関する防護措
置との組合せにより安全機能を損なわないための運用上の措置として，
以下を保安規定に定めて，管理する。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-28,29】

・資機材等の固定，固縛又は建屋収納並びに車両の入構管理及び退避を
行うこと

運用要求

運用要求

基本方針

基本方針

基本方針
(使用済燃料収納キャスクを収納する建屋)

基本方針
基本方針
設計方針

基本方針
設計方針
評価

使用済燃料輸送容器管理建屋（使用済燃料収納
使用済燃料輸送容器保管庫）

定義

基本方針

基本方針
施設共通　基本設計方針
(新知見の収集)

施設共通　基本設計方針
(固縛等の措置)

基本方針

27

24

28

　竜巻随伴事象のうち溢水に対しては，溢水源と竜巻防護対象施設の位
置関係を踏まえた影響評価を行った上で，竜巻防護対象施設の安全機能
に影響を与えない設計とする。竜巻随伴事象としての溢水による影響は
溢水に対する防護設計に包絡されるため，「6.　再処理施設内における
溢水による損傷の防止」の「6.3.4　その他の溢水」に基づく設計とす
る。

25

26

　竜巻随伴事象のうち外部電源喪失に対しては，外部電源喪失が生じた
としても非常用所内電源系統等の安全機能を確保する設計とし，非常用
所内電源系統による電源供給を可能とすることで竜巻防護対象施設の安
全機能を維持する設計とする。

29

23

・設計竜巻の特性値，竜巻と同時に発生する自然現象等について，定期
的に新知見の確認を行い，新知見が得られた場合に評価を行うこと

22

b.　竜巻随伴事象に対する設計方針
　過去の他地域における竜巻被害状況及び再処理施設の配置から，竜巻
随伴事象として火災，溢水及び外部電源喪失を想定し，これらの事象が
発生した場合においても，竜巻防護対象施設が安全機能を損なわない設
計とする。

定義

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-24～26】

基本方針
設計方針

評価要求

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.6を受けた設計
No.7，8から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.23を受けた設計

－

－

－

構造設計
8条(竜巻)（No.22-1）

(8条(竜巻)-22)
・建物・構築物のうち使用済
燃料収納キャスクを収納する
建屋は，設計荷重(竜巻)に対
し倒壊又は転倒を防止できる
構造強度を確保することを、
構造設計にて説明する。

―
（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.24～26で展開する。）

＜8条(竜巻)-22　代表以外＞
・建物・構築物のうち使用済燃料
収納キャスクを収納する建屋の設
計荷重（竜巻）に対する構造設計
は，8条(竜巻)-21「建物・構築
物」を代表に説明Gr1で説明す
る。

＜8条(竜巻)-22　代表以外＞
・建物・構築物のうち使用済燃料
収納キャスクを収納する建屋の設
計荷重（竜巻）に対する構造設計
は，8条(竜巻)-21「建物・構築
物」を代表に説明Gr1で説明す
る。

(8条(竜巻)-22)
・建物・構築物のうち使用済
燃料収納キャスクを収納する
建屋は，設計荷重(竜巻)に対
し倒壊又は転倒しない強度を
有することを評価にて説明す
る。

評価
8条(竜巻)（No.22-1）

－

―
(外部火災に係る具体の設計については，8条(外部火災) 基本設計方針No.20に展開する。内部火災に係る具体の設計については，11条（内部火災）に展開する。）

―
(溢水に係る具体の設計については，12条(溢水) 基本設計方針No.21に展開する。）

―
（非常用所内電源系統に係る具体の設計については，29条(保安電源)に展開する。）

－

8条(竜巻)A④　使用済燃料
キャスクを収納する建屋

【固縛又は固定により構造強度確保】
・連結材等で固縛するものとボルト等
で固定するものの説明パタ－ンごとに
代表を整理
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい

〇固縛
・対象は他条文(36条(重大事故)【津波
による影響を受けるおそれのある位置
への据え付け時の考慮】)の要求事項の
対象となる大型移送ポンプ車を代表に
整理

〇固定
・対象は可搬型空気圧縮機を代表に整
理

－

－

－

【建屋の構造強度確保】
・建屋の構造健全性に係る構造の説明
は8条(竜巻)-21と同様の説明となるた
め、8条(竜巻)-21で代表を整理

【悪影響防⽌に関する設計】
③‐2‐2 設計⾶来物にならないための措置(可搬
型SA設備)

36条‐50は8条(⻯巻)の屋外の設備に対しての設計
措置であり、設計基準対処設備に同様の設計が
無いことから、単独で説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐7‐2 設計⾶来物にならないための措置(資機
材)

36条‐92,122は8条(⻯巻)の屋外の設備に対しての
設計措置であり、設計と同様の設計であること
を確認したため、統合して説明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

－

－

－

・基本設計方針No.18の「屋内
機器・配管」及び「建物・構
築物」の配置情報を踏まえ，
設計飛来物が竜巻防護対象施
設に衝突しないように，竜巻
防護対象施設を囲むように竜
巻防護対策設備を設置する設
計を構造設計で説明する

－

(36条-50)
・設計飛来物が重大事故等対
処設備に衝突しないように，
重大事故等対処設備を囲むよ
うに竜巻防護対策設備を設置
する設計を構造設計で説明す
る

－

(36条-91(45))
・設計飛来物が重大事故等対
処設備に衝突しないように，
重大事故等対処設備を囲むよ
うに竜巻防護対策設備を設置
する設計を構造設計で説明す
る

－

(36条-121(45))
・設計飛来物が重大事故等対
処設備に衝突しないように，
重大事故等対処設備を囲むよ
うに竜巻防護対策設備を設置
する設計を構造設計で説明す
る

－

・基本設計方針No.19の「屋外
機器・配管」の配置情報を踏
まえ，設計飛来物が竜巻防護
対象施設に衝突しないよう
に，竜巻防護対象施設の上部
及び側面を覆うように竜巻防
護対策設備を設置する設計

－

(36条-50)
・設計飛来物が重大事故等対
処設備に衝突しないように，
重大事故等対処設備を囲むよ
うに竜巻防護対策設備を設置
する設計を構造設計で説明す
る

－

(36条-92(45))
・設計飛来物が重大事故等対
処設備に衝突しないように，
重大事故等対処設備の上部及
び側面を覆うように竜巻防護
対策設備を設置する設計

－

32
　竜巻防護対策設備は，設計竜巻によって発生する設計飛来物による竜
巻防護対象施設への影響を防止するための飛来物防護板及び飛来物防護
ネットで構成する。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-34,35】

基本方針 基本方針 －

33
　竜巻防護対策設備の設計に際しては，竜巻防護対象施設が安全機能を
損なわないよう，次のような方針で設計する。

冒頭宣言
【8条（竜巻）
-34,35】

基本方針 基本方針 －

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.20を受けた設計

―
（冒頭宣言であり，具体の設計は各条の基本設計方針で展開する。）

―
（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.34,35で展開する。）

―
（冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.34,35で展開する。）

【8条(竜巻)-31　代表】説明Gr1
・竜巻防護対象施設に対する飛来
物の衝突を防止するための竜巻防
護対策設備の構造については，8
条(竜巻)-31「竜巻防護対策設
備」の構造設計を代表に説明Gr1
で説明する。

【8条(竜巻)-31　代表】説明Gr1
・竜巻防護対象施設に対する飛来
物の衝突を防止するための竜巻防
護対策設備の構造については，8
条(竜巻)-31「竜巻防護対策設
備」の構造設計を代表に説明Gr1
で説明する。

構造設計

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.30を受けた設計
基本設計方針No.15,18～20で展開するとした竜巻防護対策設備の設計

8条(竜巻)D①　竜巻防護対策
設備

36条D① 飛来物防護板
竜巻防護対策設備

―

31

第２章　個別項目
7.　その他再処理設備の附属施設
7.3.4　竜巻防護対策設備
　竜巻防護対策設備の設計に係る共通的な設計方針については，第１章
共通項目の「2. 地盤」，「3. 自然現象等」，「5. 火災等による損傷の
防止」，「6. 再処理施設内における溢水による損傷の防止」，「7．再
処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止」及び「9. 設備
に対する要求」に基づくものとする。

冒頭宣言

基本方針基本方針
評価要求
機能要求②

 竜巻に対する防護設計においては，建屋による防護が期待できない竜巻
防護対象施設及び安全機能を損なうおそれのある屋外に設置される竜巻
防護対象施設が設計飛来物の衝突によって安全機能を損なうことを防止
するため，竜巻防護対策設備を設置する設計とする。

―30

【竜巻防護対策設備(防護対象施設周り
への配置)】
・飛来物防護板、飛来物防護ネットご
との構造の一環で防護対象施設を設計
飛来物から防護できるような構造であ
ることをそれぞれ説明
・対象は8条(竜巻)-34,35と同じ
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

－

構造設計
8条(竜巻)(No.34-1)

・防護板（鉄筋コンクリー
ト）は，設計⾶来物の衝突に
対して，貫通及び裏⾯剥離が
⽣じない厚さを確保すること
を構造設計にて説明する。
・⾶来物防護板は，重大事故
等対処設備の換気機能に影響
を与えないよう，空気の給排
気可能な開⼝を確保したフー
ドを設けることを構造設計に
て説明する。

－

・防護板（鉄筋コンクリー
ト）は，設計⾶来物の衝突に
対して，貫通及び裏⾯剥離が
⽣じない厚さを確保すること
を構造設計にて説明する。
・⾶来物防護板は，重大事故
等対処設備の換気機能に影響
を与えないよう，空気の給排
気可能な開⼝を確保したフー
ドを設けることを構造設計に
て説明する。

－

8条(竜巻)D②　飛来物防護板
36条D② 飛来物防護版

【8条(竜巻)-34　代表】説明Gr1
【36条-50　代表】
【36条-91(45)　代表】
【36条-92(45)　代表】
【36条-121(45)　代表】

・飛来物防護板が，設計荷重（竜
巻）に対し竜巻防護対象施設が安
全機能を損なわないための構造設
計は，外部衝撃に対する防護にか
かる設計であるため，説明Gr1に
て説明する。
また，当該設計は外部事象に対し
て共通の設計方針であるため，8
条(竜巻)-34「竜巻防護対策設
備」を代表として説明する。

＜8条(竜巻)-31代表以外＞
・竜巻防護対策設備

竜巻防護対策設備

34

(1)　飛来物防護板
 飛来物防護板は，防護板(鋼材)とそれを支持する支持架構又は建屋に支
持される防護板(鉄筋コンクリート)で構成し，以下の設計とする。
a. 防護板は，設計飛来物の貫通及び裏面剥離を防止できる設計とする。
b. 支持架構は，設計荷重(竜巻)に対し，防護板(鋼材)を支持できる強度
を有する設計とする。
c. 飛来物防護板は，竜巻防護対象施設の安全機能 （排気機能）に影響を
与えない設計とする。
d. 飛来物防護板は，設計荷重(竜巻)により，竜巻防護対象施設に波及的
影響を与えない設計とする。

評価要求
機能要求②

基本方針
(竜巻防護対策設備)

竜巻防護対策設備
・飛来物防護板（前処理建屋　安全蒸気系設置
室）
・飛来物防護板（精製建屋　非常用所内電源系
統及び計測制御系統施設設置室　A）
・飛来物防護板（精製建屋　非常用所内電源系
統及び計測制御系統施設設置室　B）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　A　北ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　A　南ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　B　北ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　B　南ブロック）
・飛来物防護板（第１ガラス固化体貯蔵建屋
床面走行クレーン　遮蔽容器設置室）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　主排気筒周り）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　分離建屋屋外）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　精製建屋屋外）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　高レベル廃液ガラス固化建屋屋
外）
・飛来物防護板（制御建屋　中央制御室換気設
備設置室）
・飛来物防護板（冷却塔接続　屋外設備）

基本方針
設計方針（設計
方針）
評価条件
評価方法（竜巻
防護対策設備）
評価（竜巻防護
対策設備）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.30，32，33を受けた設計
基本設計方針No.31で展開するとした竜巻防護対策設備の設計

No.7～9から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

構造設計
36条(No.91-9)

(36条-91(45))
・ 防護板(鋼材）は，設計⾶
来物の衝突に対して，貫通が
⽣じない厚さを確保すること
を構造設計にて説明する。
・ 防護板(鋼材）は，設計⾶
来物が重大事故等対処設備に
衝突することを防⽌するた
め，設計⾶来物が侵⼊する隙
間がないように設置すること
を構造設計にて説明する。
・ 設計⾶来物が侵⼊し得る隙
間を設ける場合は，当該隙間
から設計⾶来物が侵⼊するこ
とを防⽌するため，設計⾶来
物の侵⼊経路を制限するよう
に防護板等を配置し，設計⾶
来物を衝突させることで，⻯
巻防護対策設備内への侵⼊を
防⽌することを構造設計にて
説明する。
・ 防護板(鋼材）は，設計荷
重(⻯巻）に対して，取付ボル
トが破断し，防護板（鋼材）
の脱落による波及的影響を与
えないことを構造設計にて説
明する。
・ ⽀持架構は，設計荷重(⻯
巻)に対して防護板(鋼材)を⽀
持できる強度を確保し，⽀持
架構を構成する部材の倒壊，
転倒及び脱落による波及的影
響を与えないよう，⾻組構造
（ラーメン・トラス等）を採
⽤するとともに，⽀持架構を
構成する部材が⼗分な厚みを
有することを構造設計にて説
明する。

－

(8条(竜巻)-34)
・飛来物防護板(鉄筋コンク
リート）は，設計荷重（竜
巻）に対し，竜巻防護対象施
設が安全機能を損なわないよ
う，以下の構造となっている
ことを構造設計にて説明す
る。
・防護板は，設計飛来物の衝
突に対して，貫通及び裏面剥
離が生じない厚さを確保する
・設計飛来物が竜巻防護対象
施設に衝突することを防止す
るため，設計飛来物が侵入す
る隙間がないように設置する
・竜巻防護対象施設の換気機
能に影響を与えないよう，空
気の給排気可能な開口を設け
る
・設計飛来物が侵入し得る隙
間を設ける場合は，当該隙間
からの設計飛来物の侵入を防
止するため，設計飛来物の侵
入経路を制限するように防護
板等を設置する
・防護板は，設計飛来物の衝
突により，防護板の脱落によ
る波及的影響を与えない設計
とする

・飛来物防護板（鋼材）は，
設計荷重（竜巻）に対し，竜
巻防護対象施設が安全機能を
損なわないよう，以下の構造
となっていることを構造設計
にて説明する。

・防護板は，設計飛来物の衝
突に対して，貫通が生じない
厚さを確保する
・設計飛来物が竜巻防護対象
施設に衝突することを防止す
るため，設計飛来物が侵入す
る隙間がないように設置する
・竜巻防護対象施設の換気機
能に影響を与えないよう，空
気の給排気可能な開口を設け
る
・設計飛来物が侵入し得る隙
間を設ける場合は，当該隙間
からの設計飛来物の侵入を防
止するため，設計飛来物の侵
入経路を制限するように防護
板等を設置する
・防護板は設計荷重（竜巻）
に対し，防護板の脱落による
波及的影響を与えない設計と
する
支持架構は設計荷重(竜巻)に
対して防護板(鋼材)を支持
し，支持架構を構成する部材
の倒壊，転倒及び脱落による
波及的影響を与えない構造強
度を確保する。

構造設計
36条(No.50-6)

(36条-50)
・ 防護板(鋼材）は，設計⾶
来物の衝突に対して，貫通が
⽣じない厚さを確保すること
を構造設計にて説明する。
・ 防護板(鋼材）は，設計⾶
来物が重大事故等対処設備に
衝突することを防⽌するた
め，設計⾶来物が侵⼊する隙
間がないように設置すること
を構造設計にて説明する。
・ 設計⾶来物が侵⼊し得る隙
間を設ける場合は，当該隙間
から設計⾶来物が侵⼊するこ
とを防⽌するため，設計⾶来
物の侵⼊経路を制限するよう
に防護板等を配置し，設計⾶
来物を衝突させることで，⻯
巻防護対策設備内への侵⼊を
防⽌することを構造設計にて
説明する。
・ 防護板(鋼材）は，設計荷
重(⻯巻）に対して，取付ボル
トが破断し，防護板（鋼材）
の脱落による波及的影響を与
えないことを構造設計にて説
明する。
・ ⽀持架構は，設計荷重(⻯
巻)に対して防護板(鋼材)を⽀
持できる強度を確保し，⽀持
架構を構成する部材の倒壊，
転倒及び脱落による波及的影
響を与えないよう，⾻組構造
（ラーメン・トラス等）を採
⽤するとともに，⽀持架構を
構成する部材が⼗分な厚みを
有することを構造設計にて説
明する。

－

＜飛来物防護ネットの構造，
評価＞

⇒飛来物防護ネットの独自構
造について説明

【[補足外竜巻16]防護ネット
及び防護板の健全性につい

て】

＜飛来物防護ネットの構造，
評価＞

⇒飛来物防護ネットの独自構
造について説明

【[補足外竜巻16]防護ネット
及び防護板の健全性につい

て】

【竜巻防護対策設備(飛来物防護板)】
・飛来物防護板(鋼材)と飛来物防護板
(鉄筋コンクリート)があるため,それぞ
れで代表を整理

〇飛来物防護板(鋼材)
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい
・対象は相対変位の考慮に対する説明
も考慮して飛来物防護板（主排気筒,屋
外ダクト)を代表に整理

〇飛来物防護板(鉄筋コンクリート)
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい
・対象は8条(竜巻)-18と合わせて説明
するため,8条(竜巻)-18の代表と同じ

13



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

・防護板（鉄筋コンクリー
ト）は，設計⾶来物の衝突に
対して，貫通及び裏⾯剥離が
⽣じない厚さを確保すること
を構造設計にて説明する。
・⾶来物防護板は，重大事故
等対処設備の換気機能に影響
を与えないよう，空気の給排
気可能な開⼝を確保したフー
ドを設けることを構造設計に
て説明する。

－

・防護板（鉄筋コンクリー
ト）は，設計⾶来物の衝突に
対して，貫通及び裏⾯剥離が
⽣じない厚さを確保すること
を構造設計にて説明する。
・⾶来物防護板は，重大事故
等対処設備の換気機能に影響
を与えないよう，空気の給排
気可能な開⼝を確保したフー
ドを設けることを構造設計に
て説明する。

－

評価
36条(No.50-3)

(36条-50)
・ 防護板(鋼材）は，貫通が
⽣じない厚さを有しているこ
とを評価にて説明する。
・ 防護板（鋼材）の取付ボル
トは，設計荷重(⻯巻）に対し
て，防護板（鋼材）が脱落し
ない強度を有していることを
評価にて説明する。
・ ⽀持架構は，設計荷重(⻯
巻)に対して防護板(鋼材）を
⽀持できるよう，⽀持架構を
構成する部材の倒壊，転倒及
び脱落が⽣じない強度を確保
できていることを評価にて説
明する。
・防護板(鉄筋コンクリート）
は，貫通及び裏⾯剥離が⽣じ
ない厚さを有していることを
評価にて説明する。

－

評価
36条(No.91-9)

(36条-91)
・ 防護板(鋼材）は，貫通が
⽣じない厚さを有しているこ
とを評価にて説明する。
・ 防護板（鋼材）の取付ボル
トは，設計荷重(⻯巻）に対し
て，防護板（鋼材）が脱落し
ない強度を有していることを
評価にて説明する。
・ ⽀持架構は，設計荷重(⻯
巻)に対して防護板(鋼材）を
⽀持できるよう，⽀持架構を
構成する部材の倒壊，転倒及
び脱落が⽣じない強度を確保
できていることを評価にて説
明する。
・防護板(鉄筋コンクリート）
は，貫通及び裏⾯剥離が⽣じ
ない厚さを有していることを
評価にて説明する。

－

評価
36条(No.92-4)

(36条-92)
・ 防護板(鋼材）は，貫通が
⽣じない厚さを有しているこ
とを評価にて説明する。
・ 防護板（鋼材）の取付ボル
トは，設計荷重(⻯巻）に対し
て，防護板（鋼材）が脱落し
ない強度を有していることを
評価にて説明する。
・ ⽀持架構は，設計荷重(⻯
巻)に対して防護板(鋼材）を
⽀持できるよう，⽀持架構を
構成する部材の倒壊，転倒及
び脱落が⽣じない強度を確保
できていることを評価にて説
明する。
・防護板(鉄筋コンクリート）
は，貫通及び裏⾯剥離が⽣じ
ない厚さを有していることを
評価にて説明する。

－

評価
36条(No.121-5) (36条-121)

・ 防護板(鋼材）は，貫通が
⽣じない厚さを有しているこ
とを評価にて説明する。
・ 防護板（鋼材）の取付ボル
トは，設計荷重(⻯巻）に対し
て，防護板（鋼材）が脱落し
ない強度を有していることを
評価にて説明する。
・ ⽀持架構は，設計荷重(⻯
巻)に対して防護板(鋼材）を
⽀持できるよう，⽀持架構を
構成する部材の倒壊，転倒及
び脱落が⽣じない強度を確保
できていることを評価にて説
明する。
・防護板(鉄筋コンクリート）
は，貫通及び裏⾯剥離が⽣じ
ない厚さを有していることを
評価にて説明する。

－

竜巻防護対策設備

8条(竜巻)D②　飛来物防護板
36条D② 飛来物防護版

【8条(竜巻)-34　代表】説明Gr1
【36条-50　代表】
【36条-91(45)　代表】
【36条-92(45)　代表】
【36条-121(45)　代表】

・飛来物防護板が，設計荷重（竜
巻）に対し竜巻防護対象施設が安
全機能を損なわないための構造設
計は，外部衝撃に対する防護にか
かる設計であるため，説明Gr1に
て説明する。
また，当該設計は外部事象に対し
て共通の設計方針であるため，8
条(竜巻)-34「竜巻防護対策設
備」を代表として説明する。

＜8条(竜巻)-31代表以外＞
・竜巻防護対策設備
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(1)　飛来物防護板
 飛来物防護板は，防護板(鋼材)とそれを支持する支持架構又は建屋に支
持される防護板(鉄筋コンクリート)で構成し，以下の設計とする。
a. 防護板は，設計飛来物の貫通及び裏面剥離を防止できる設計とする。
b. 支持架構は，設計荷重(竜巻)に対し，防護板(鋼材)を支持できる強度
を有する設計とする。
c. 飛来物防護板は，竜巻防護対象施設の安全機能 （排気機能）に影響を
与えない設計とする。
d. 飛来物防護板は，設計荷重(竜巻)により，竜巻防護対象施設に波及的
影響を与えない設計とする。

評価要求
機能要求②

基本方針
(竜巻防護対策設備)

竜巻防護対策設備
・飛来物防護板（前処理建屋　安全蒸気系設置
室）
・飛来物防護板（精製建屋　非常用所内電源系
統及び計測制御系統施設設置室　A）
・飛来物防護板（精製建屋　非常用所内電源系
統及び計測制御系統施設設置室　B）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　A　北ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　A　南ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　B　北ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　B　南ブロック）
・飛来物防護板（第１ガラス固化体貯蔵建屋
床面走行クレーン　遮蔽容器設置室）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　主排気筒周り）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　分離建屋屋外）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　精製建屋屋外）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　高レベル廃液ガラス固化建屋屋
外）
・飛来物防護板（制御建屋　中央制御室換気設
備設置室）
・飛来物防護板（冷却塔接続　屋外設備）

基本方針
設計方針（設計
方針）
評価条件
評価方法（竜巻
防護対策設備）
評価（竜巻防護
対策設備）

【8条(竜巻)-34　代表】説明Gr1
【36条-50　代表】
【36条-91(45)　代表】
【36条-92(45)　代表】
【36条-121(45)　代表】

・設計荷重（竜巻）に対する飛来
物防護板の構造設計については，
外部衝撃に対する防護にかかる設
計であるため，説明Gr1にて説明
する。
また，当該設計は外部事象に対し
て共通の設計方針であるため，8
条(竜巻)-34「竜巻防護対策設
備」を代表として説明する。

－

(8条(竜巻)-34)
・飛来物防護板(鉄筋コンク
リート）は，設計荷重（竜
巻）に対し，竜巻防護対象施
設が安全機能を損なわないよ
う，以下の構造となっている
ことを構造設計にて説明す
る。
・防護板は，設計飛来物の衝
突に対して，貫通及び裏面剥
離が生じない厚さを確保する
・防護板は，設計飛来物の衝
突により，防護板の脱落によ
る波及的影響を与えない設計
とする

・飛来物防護板（鋼材）は，
設計荷重（竜巻）に対し，竜
巻防護対象施設が安全機能を
損なわないよう，以下の構造
となっていることを構造設計
にて説明する。
・防護板は，設計飛来物の衝
突に対して，貫通が生じない
厚さを確保する
・防護板は設計荷重（竜巻）
に対し，防護板の脱落による
波及的影響を与えない設計と
する
・支持架構は設計荷重(竜巻)
に対して防護板(鋼材)を支持
し，支持架構を構成する部材
の倒壊，転倒及び脱落による
波及的影響を与えない構造強
度を確保する。

(36条-121(45))
・ 防護板(鋼材）は，設計⾶
来物の衝突に対して，貫通が
⽣じない厚さを確保すること
を構造設計にて説明する。
・ 防護板(鋼材）は，設計⾶
来物が重大事故等対処設備に
衝突することを防⽌するた
め，設計⾶来物が侵⼊する隙
間がないように設置すること
を構造設計にて説明する。
・ 設計⾶来物が侵⼊し得る隙
間を設ける場合は，当該隙間
から設計⾶来物が侵⼊するこ
とを防⽌するため，設計⾶来
物の侵⼊経路を制限するよう
に防護板等を配置し，設計⾶
来物を衝突させることで，⻯
巻防護対策設備内への侵⼊を
防⽌することを構造設計にて
説明する。
・ 防護板(鋼材）は，設計荷
重(⻯巻）に対して，取付ボル
トが破断し，防護板（鋼材）
の脱落による波及的影響を与
えないことを構造設計にて説
明する。
・ ⽀持架構は，設計荷重(⻯
巻)に対して防護板(鋼材)を⽀
持できる強度を確保し，⽀持
架構を構成する部材の倒壊，
転倒及び脱落による波及的影
響を与えないよう，⾻組構造
（ラーメン・トラス等）を採
⽤するとともに，⽀持架構を
構成する部材が⼗分な厚みを
有することを構造設計にて説
明する。

－

構造設計
36条(No.92-4)

(36条-92(45))
・ 防護板(鋼材）は，設計⾶
来物の衝突に対して，貫通が
⽣じない厚さを確保すること
を構造設計にて説明する。
・ 防護板(鋼材）は，設計⾶
来物が重大事故等対処設備に
衝突することを防⽌するた
め，設計⾶来物が侵⼊する隙
間がないように設置すること
を構造設計にて説明する。
・ 設計⾶来物が侵⼊し得る隙
間を設ける場合は，当該隙間
から設計⾶来物が侵⼊するこ
とを防⽌するため，設計⾶来
物の侵⼊経路を制限するよう
に防護板等を配置し，設計⾶
来物を衝突させることで，⻯
巻防護対策設備内への侵⼊を
防⽌することを構造設計にて
説明する。
・ 防護板(鋼材）は，設計荷
重(⻯巻）に対して，取付ボル
トが破断し，防護板（鋼材）
の脱落による波及的影響を与
えないことを構造設計にて説
明する。
・ ⽀持架構は，設計荷重(⻯
巻)に対して防護板(鋼材)を⽀
持できる強度を確保し，⽀持
架構を構成する部材の倒壊，
転倒及び脱落による波及的影
響を与えないよう，⾻組構造
（ラーメン・トラス等）を採
⽤するとともに，⽀持架構を
構成する部材が⼗分な厚みを
有することを構造設計にて説
明する。

－

構造設計
36条(No.121-5)

評価
8条(竜巻)(No.34-1)

【竜巻防護対策設備(飛来物防護板)】
・飛来物防護板(鋼材)と飛来物防護板
(鉄筋コンクリート)があるため,それぞ
れで代表を整理

〇飛来物防護板(鋼材)
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい
・対象は相対変位の考慮に対する説明
も考慮して飛来物防護板（主排気筒,屋
外ダクト)を代表に整理

〇飛来物防護板(鉄筋コンクリート)
・関連するものに対して同じような要
求のため対象となるものはどれを代表
としてもよい
・対象は8条(竜巻)-18と合わせて説明
するため,8条(竜巻)-18の代表と同じ

－
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第八条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻））

添付1
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象となる
範囲（対象範囲は資料1別添参

照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

第２回申請

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 代表整理の結果

34
e.飛来物防護板は，竜巻以外の自然現象及び人為事象により，竜巻防護
対象施設に波及的影響を与えない設計とする。

基本方針 基本方針 － －

構造設計
8条(竜巻)(No.34-2)

・異なる建屋又は基礎に設置
された飛来物防護板で近接す
る場合は，地震時の相対変位
により支持架構又は防護板同
士が衝突し，防護板の脱落に
よる波及的影響を防止するた
め，相対変位による衝突の影
響が受けないよう，離隔距離
を確保することを構造設計に

て説明する。

【8条(竜巻)-34　代表】説明Gr1
・地震時の相対変位により支持架
構又は防護板同士が衝突しない離
隔距離が確保する構造設計は，外
部衝撃に対する防護にかかる設計
であるため，説明Gr1にて説明す
る。
また，当該設計は竜巻防護対策設
備特有の設計であるため，8条(竜
巻)-34「竜巻防護対策設備」を代
表として説明する。

－

【竜巻防護対策設備(飛来物防護板(相
対変位の考慮))】
・本要求事項の対象となる飛来物防護
板（主排気筒周り、屋上ダクト）を代
表に整理

評価
8条(竜巻)(No.34-2)

・地震時の相対変位により支
持架構又は防護板同士が衝突
しない離隔距離が確保できて
いることを評価で確認する。

【8条(竜巻)-34　代表】説明Gr1
・地震時の相対変位により支持架
構又は防護板同士が衝突しない離
隔距離が確保する構造設計は，外
部衝撃に対する防護にかかる設計
であるため，説明Gr1にて説明す
る。
また，当該設計は竜巻防護対策設
備特有の設計であるため，8条(竜
巻)-34「竜巻防護対策設備」を代
表として説明する。

－ －

－

・飛来物防護ネットは，設計荷重
（竜巻）に対し，竜巻防護対象施
設が安全機能を損なわないよう，
以下の構造となっていることを構
造設計にて説明する。

＜飛来物防護ネットの構造，
評価＞

⇒飛来物防護ネットの独自構
造について説明

【[補足外竜巻16]防護ネット
及び防護板の健全性につい

て】

・防護ネットは設計飛来物の運動
エネルギを吸収することができるよ
う，破断しない強度を確保する
・防護ネットは設計飛来物の衝突
に対してたわみが生じたとしても竜
巻防護対象施設に衝突しない離
隔距離を設ける
・防護ネットは設計飛来物の衝突
に対して通過及び貫通を防止でき
る構造とする
・防護ネット（支持架構に直接設
置）は，ネットと支持架構の隙間を
設計上考慮する飛来物の大きさ以
下となるよう鋼製の補助防護板を
設置
・防護ネットを構成する部材は，設
計荷重（竜巻）に対して，脱落によ
る波及的影響を与えない構造強
度を確保する

－

・防護板は，離隔距離を確保でき
ない箇所など防護ネットが設置で
きない箇所に設置する
・防護板は，設計飛来物の衝突に
対して貫通が生じない厚さを確保
する
・防護板は，設計荷重(竜巻）に対
して，取付ボルトが破断し，防護板
の脱落による波及的影響を与えな
い設計とする
・支持架構は，設計荷重(竜巻)に
対して防護ネット及び防護板(鋼
材)を支持できる強度を確保し，支
持架構を構成する部材の倒壊，転
倒及び脱落による波及的影響を
与えない構造強度を確保する

－

・防護ネットおよび防護板は，設計
飛来物が竜巻防護対象施設に衝
突することを防止するため，設計
飛来物が侵入する隙間がないよう
に設置する
・設計飛来物が侵入し得る隙間を
設ける場合は，当該隙間から設計
飛来物が侵入することを防止する
ため，設計飛来物の侵入経路を制
限するように防護板等を設置する
・飛来物防護ネットは，冷却塔の冷
却能力に影響を与えない構造とす
る

－

・飛来物防護ネットは，設計荷重
（竜巻）に対し，竜巻防護対象施
設が安全機能を損なわないことを
評価にて確認する。

・防護ネットは設計飛来物の運動
エネルギを吸収することができるよ
う，破断しない強度を有する
・防護ネットは設計飛来物の衝突
に対してたわみが生じたとしても竜
巻防護対象施設に衝突しない離
隔距離を設ける
・防護ネットは設計飛来物の衝突
に対して通過及び貫通を防止でき
る構造強度を有する
・防護ネットを構成する部材は，設
計荷重（竜巻）に対して，脱落によ
る波及的影響を与えない構造強
度を有する

・防護板は，設計飛来物の衝突に
対して貫通が生じない厚さを有す
る
・防護板は，設計荷重(竜巻）に対
して，取付ボルトが破断し，防護板
の脱落による波及的影響を与えな
い構造強度である
・支持架構は，設計荷重(竜巻)に
対して防護ネット及び防護板(鋼
材)を支持し，支持架構を構成する
部材の倒壊，転倒及び脱落による
波及的影響を与えない構造強度
を有する

i.飛来物防護ネットは，竜巻以外の自然現象及び人為事象により，竜巻
防護対象施設に波及的影響を与えない設計とする。

基本方針 基本方針 －
―

（竜巻以外の自然現象及び人為事象に係る具体の設計は，6条(地震）,8条（その他）基本設計方針No.18～25，26～32にて展開する。）

f.異なる建屋又は基礎に設置された飛来物防護板で互いに近接する場合
は，防護板同士が衝突しない離隔距離を確保する設計とすること。

要求事項
機能要求②

竜巻防護対策設備
・飛来物防護板（前処理建屋　安全蒸気系設置
室）
・飛来物防護板（精製建屋　非常用所内電源系
統及び計測制御系統施設設置室　A）
・飛来物防護板（精製建屋　非常用所内電源系
統及び計測制御系統施設設置室　B）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　A　北ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　A　南ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　B　北ブロック）
・飛来物防護板（非常用電源建屋　第２非常用
ディーゼル発電機及び非常用所内電源系統設置
室　B　南ブロック）
・飛来物防護板（第１ガラス固化体貯蔵建屋
床面走行クレーン　遮蔽容器設置室）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　主排気筒周り）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　分離建屋屋外）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　精製建屋屋外）
・飛来物防護板（主排気筒接続用　屋外配管及
び屋外ダクト　高レベル廃液ガラス固化建屋屋
外）
・飛来物防護板（制御建屋　中央制御室換気設
備設置室）
・飛来物防護板（冷却塔接続　屋外設備）

基本方針
設計方針（設計
方針）
評価条件
評価方法（竜巻
防護対策設備）
評価（竜巻防護
対策設備）
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基本方針
設計方針（設計
方針）
評価条件
評価方法（竜巻
防護対策設備）
評価（竜巻防護
対策設備）

基本方針
(竜巻防護対策設備)

竜巻防護対策設備
・飛来物防護ネット（使用済燃料の受入れ施設
及び貯蔵施設用　安全冷却水系冷却塔A）
・飛来物防護ネット（使用済燃料の受入れ施設
及び貯蔵施設用　安全冷却水系冷却塔B）
・飛来物防護ネット（再処理設備本体用　安全
冷却水系冷却塔A）
・飛来物防護ネット（再処理設備本体用　安全
冷却水系冷却塔B）
・飛来物防護ネット（第２非常用ディーゼル発
電機用　安全冷却水系冷却塔A）
・飛来物防護ネット（第２非常用ディーゼル発
電機用　安全冷却水系冷却塔B）

評価要求
機能要求②

―
（竜巻以外の自然現象及び人為事象に係る具体の設計は，6条(地震）,8条（その他）基本設計方針No.18～25，26～32にて展開する。）

冒頭宣言に当たる8条(竜巻)基本設計方針No.30，32，33を受けた設計
基本設計方針No.31で展開するとした竜巻防護対策設備の設計

No.7～9から展開される設計条件（最大風速100m/sによる設計荷重(竜巻）の設定）を考慮

竜巻防護対策設備

8条(竜巻)D③　飛来物防護
ネット

構造設計
8条(竜巻)(No.35-1)

【8条(竜巻)-35　代表】説明Gr1
・飛来物防護ネットが，設計荷重
（竜巻）に対し竜巻防護対象施設
が安全機能を損なわないための構
造設計は，外部衝撃に対する防護
にかかる設計であるため，説明
Gr1にて説明する。
また，当該設計は外部事象に対し
て共通の設計方針であるため，8
条(竜巻)-35「竜巻防護対策設
備」を代表として説明する。

竜巻防護対策設備
8条(竜巻)D②　飛来物防護板

36条D⑥ 飛来物防護板
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(2) 飛来物防護ネット
 冷却塔周りに設置する飛来物防護ネット(補助防護板を含む。)は，防護
ネット及び防護板(鋼材)とそれらを支持する支持架構で構成し，以下の
設計とする。
a. 防護ネットは，設計飛来物の運動エネルギを吸収できる強度を有する
設計とする。
b. 防護ネットは，飛来物の衝突によりたわみが生じた場合でも，竜巻防
護対象施設に衝突しない離隔距離を確保する設計とする。
c. 防護ネット(補助防護板を含む。)は，設計飛来物の通過及び貫通を防
止できる設計とする。
d. 支持架構に直接設置する防護ネットは，ネットと支持架構の隙間を設
計上考慮する飛来物の大きさ以下とするため，鋼製の補助防護板を設置
する設計とする。
e. 防護板(鋼材)は，設計飛来物の貫通を防止できる設計とする。
f. 支持架構は，設計荷重(竜巻)に対し，防護ネット及び防護板(鋼材)を
支持できる強度を有する設計とする。
g. 飛来物防護ネットは，内包する冷却塔の冷却能力に影響を与えない設
計とする。
h. 飛来物防護ネットは，設計荷重(竜巻)により，竜巻防護対象施設に波
及的影響を与えない設計とする。

評価
8条(竜巻)(No.35-1)

【8条(竜巻)-35　代表】説明Gr1
・飛来物防護ネットが，設計荷重
（竜巻）に対し竜巻防護対象施設
が安全機能を損なわないための構
造設計は，外部衝撃に対する防護
にかかる設計であるため，説明
Gr1にて説明する。
また，当該設計は外部事象に対し
て共通の設計方針であるため，8
条(竜巻)-35「竜巻防護対策設
備」を代表として説明する。

＜飛来物防護ネットの構造，評価，
許容限界＞

⇒飛来物防護ネットの衝突，シャッ
クル許容限界，設計裕度，ワイヤロ
－プ，補助ネットの影響，独自構
造，解析の保守性について説明

【[補足外竜巻10]シャックルの許容
限界について】

【[補足外竜巻11]飛来物のオフセッ
ト衝突について】

【[補足外竜巻12]ネットの設計裕度
の考え方について】

【[補足外竜巻13]ワイヤロ－プの変
形を考慮したネットシステムのたわ

みについて】
【[補足外竜巻14]ワイヤロ－プの初

期張力について】
【[補足外竜巻15]補助ネットの影響

について】
【[補足外竜巻31]防護板及び架構の

解析手法の保守性について】
【[補足外竜巻37]解析プロセスの妥

当性について】

＜竜巻防護対象施設の機能への影響
＞

⇒飛来物防護ネットを設置する冷却
塔の機能への影響について説明

【[補足外竜巻30]飛来物防護ネット
による冷却塔の冷却機能への影響に

ついて】

－

【竜巻防護対策設備(飛来物防護ネッ
ト)】
・飛来物防護ネットの共通的な設計は
１つの飛来物防護ネットを代表に説明
・対象は構造の説明内容が多い飛来物
防護ネット（第2非常用ディ－ゼル発電
機用 安全冷却水系冷却塔)を代表に整
理
・上記の代表機器で説明できない構造
の内容は別の飛来物防護ネットで説明
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

36条C① 常設重大事故等対
処設備

配置設計

36条C① 常設重大事故等対
処設備

配置設計

－ －

追而 システム設計 － －

追而 配置設計 － －

追而 構造設計 － －

追而 システム設計 － 追而

追而 システム設計 － 追而

追而 システム設計 － －

追而 配置設計 － －

追而 構造設計 － －

追而 構造設計 － 追而

追而 システム設計 － 追而

追而 システム設計 － 追而

追而 システム設計 － －

追而 配置設計 － －

追而 構造設計 － －

追而 構造設計 － 追而

36条B② 可搬型重大事故等
対処設備

配置設計

－ －

配置設計

屋内　機器・配管 36条C② 可搬型重大事故等
対処設備

配置設計

23 b. 可搬型重大事故等対処設備
可搬型重大事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故に対処するた
めの設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処するた
めに必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，共通要因
の特性を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位置的分散を考慮して適切な
措置を講ずる設計とする。

設置要求 基本方針(可搬型重大事故等対処設備) 基本方針（多様性、位置
的分散等（可搬型重大事
故等対処設備））

－
(運用要求のため)

基本設計方針No.23,24,30の設計要求を踏まえ，屋内に保管
する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した位置的分散
を図る設計。
・設計基準に対処するための設備又は常設重大事故等対処設
備と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－18

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,9,10,11,12,13を受けた設計

屋外　機器・配管 屋内に保管する「屋外　機器・配管」である可搬型建屋内
ホース等の可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した位置
的分散を図る設計。
・設計基準に対処するための設備又は常設重大事故等対処設
備と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－23　屋内　機器・配管

基本設計方針No.24,31,32の設計要求を踏まえ，屋外に保管
する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した位置的分散
を図る設計。
・設計基準に対処するための設備(屋外に設置する設計基準
に対処するための設備を含む)又は常設重大事故等対処設備
と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

15 ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等対処設
備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用する常設重大
事故等対処設備は，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障
のない期間で修理の対応を行うこと，関連する工程の停止等又はこれらを適
切に組み合わせることにより，機能を損なわない設計とする。代替設備によ
り必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理の対応を行うこ
と，関連する工程を停止すること等については，保安規定に定めて，管理す
る。

設置要求
機能要求①
冒頭宣言【36
条174～178】
運用要求

施設共通　基本設計方針 基本方針（多様性、位置
的分散等（常設重大事故
等対処設備））

14 a. 常設重大事故等対処設備
常設重大事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故に対処するため
の設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，共通要
因の特性を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位置的分散を考慮して適切
な措置を講ずる設計とする。

設置要求 基本方針(常設重大事故等対処設備) 基本方針（多様性、位置
的分散等（常設重大事故
等対処設備））

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,9,10,11,12,13を受けた設計

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,9,10,12,13を受けた設計

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備が損傷した場合の修理
に係る設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－4

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備が損傷した場合の修理
に係る設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－15　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備が損傷した場合の修理
に係る設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－15　屋内　機器・配管

屋内　機器・配管

建物・構築物

屋外　機器・配管

－
(冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.174～178に展開する。)

屋内　機器・配管 屋内に設置する常設重大事故等対処設備は設計基準に対処す
るための設備と異なる位置に保管する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－14　屋内　機器・配管

重大事故の発生を想定する建屋外に設置する「屋内　機器・
配管」である第１貯水槽等の常設重大事故等対処設備は設計
基準に対処するための設備と異なる位置に設置する設計

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は代替設備により必要
な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－15　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は関連する工程の停止
により必要な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－15　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は代替設備により必要
な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－15　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は代替設備により必要
な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－4

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は関連する工程の停止
により必要な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－4

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は代替設備により必要
な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－4

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

【位置的分散に関する設計】
②‐4‐2 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機能確
保・修理によって対応するもの
8条(⻯巻)に関する設計のうち代替設備による対応
等の設計と合わせて説明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐1‐2 常設SA設備(貯⽔槽)

屋外の常設SA設備の位置的分散に関する設計であ
ることから、8条(⻯巻)に関する設計のうち屋外の
防護対象施設の設計と合わせて説明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐2 可搬SA設備(屋外)

屋外の可搬型SA設備の位置的分散に関する設計で
あることから、8条(⻯巻)に関する設計のうち屋外
の防護対象施設の設計と合わせて説明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐1 可搬SA設備(開⼝部)

36条‐23の屋内・機器配管に関する設計と同様の
設計であるため、36条側（下段の屋内 機器・配
管）に統合する。

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐2 可搬SA設備(開⼝部)

屋内の可搬型SA設備の位置的分散に関する設計で
あり、位置的分散の効果が期待される8条(⻯巻)に
関する設計のうち開⼝部影響に対する設計と合わ
せて説明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐1‐1 常設SA設備
36条‐14の屋内・機器配管に関する設計と同様の設
計であるため、36条側（下段の第１貯⽔槽等）に
統合する。

【位置的分散に関する設計】
②‐4‐1 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機能確
保・修理によって対応するもの
36条‐15の屋内・機器配管に関する設計と同様の
設計であるため、36条側（下段の屋内・機器配
管）に統合する。

吹き出し整理表

36条内の⾶ばし ⇒ 36条の受先
8条への⾶ばし元

⇒ 8条の受け先

①-1 常設のうち⾃分で耐えるもの（建物） 36条-91(屋内) ⇒ 36条-91(建物) ⇒ 8条(⻯巻)-15
①-2 建屋に守ってもらうもの(屋内に保管する可搬設備) − ⇒ 36条-121(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-14

可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐えるもの(⼤型移送ポンプ⾞) − ⇒ 36条-122(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19
可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐えるもの(可搬型中型移送ポンプ) − ⇒ 36条-122(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19

①-4 可搬のうち衝突荷重に対して同時機能喪失を防ぐもの(⼤型移送ポンプ⾞) − ⇒ 36条-122(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19
①-5 常設のうち機能喪失した場合に事後保修するもの(アンテナ) − ⇒ 36条-92(屋内) ⇒ 8条(⻯巻)-19
①-6 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機能確保・修理によって対応するもの 36条-94(屋外) ⇒ 36条-94(屋内) ⇒ 8条(⻯巻)-4

− ⇒ 36条-92(屋外)

− ⇒ 36条-122(設計説
明分類共通)

②-1 常設SA設備(貯⽔槽) 36条-14(屋内) ⇒ 36条-14(屋内) ⇒ 8条(⻯巻)-19
可搬SA設備(開⼝部) 36条-23(屋外)
可搬SA設備(開⼝部) 36条-24(屋外)
可搬SA設備(屋外) 36条-24(屋外) ⇒ 36条-23(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19
常設SA設備(接続⼝) ⇒ 8条(⻯巻)-18
常設SA設備(接続⼝へのアクセス性) ⇒ 8条(⻯巻)-19

②-4 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機能確保・修理によって対応するもの 36条-15(屋外) ⇒ 36条-15(屋内) ⇒ 8条(⻯巻)-4
③-1 常設のうち⾃分で耐えるもの（建物） − ⇒ 36条-50(建物) ⇒ 8条(⻯巻)-15
③-2 設計⾶来物にならないための措置(可搬型SA設備) − ⇒ 36条-50(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19,29
③-3 可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐えるもの(⼤型移送ポンプ⾞) − ⇒ 36条-50(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19,29

操作性 ④ （対象無し） − ⇒ − ⇒ −
⑤-1 屋内アクセスルート 36条-166(建物) ⇒ 36条-154(建物) ⇒ 8条(⻯巻)-15
⑤-2 屋外アクセスルート 36条-166(建物) ⇒ 36条-154(建物) ⇒ 8条(⻯巻)-19
⑤-3 ルートに影響を受けた場合に整備するもの(ホイールローダ) − ⇒ 36条-157(屋外) ⇒ 8条(⻯巻)-19

悪影響防⽌

アクセス性

設計項⽬の説明内容
設計⽅針番号

②-2
36条-23(屋内) 8条(⻯巻)-18⇒ ⇒

①-3

①-7 設計⾶来物にならないための措置(資機材) 8条(⻯巻)-29⇒

環境条件

②-3 36条-41(屋内) 36条-35(屋内)⇒

位置的分散

★吹き出しの説明
【＊＊＊に関する設計】←どの36条設計に係るか
②‐1‐1 常設SA設備 ←下1桁は連番、それ以外は整理表参照
36条‐14の屋内・機器配管に関する設計と同様の設計であるため、36条側で統合する。
←当該設計に対してどのように整理したかの内容を記載
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

36条B② 可搬型重大事故等
対処設備

配置設計

－ －

配置設計

屋内　機器・配管 36条C② 可搬型重大事故等
対処設備

配置設計

－ －

屋外　機器・配管 36条B② 可搬型重大事故等
対処設備

配置設計

－ －

屋内　機器・配管 36条C② 可搬型重大事故等
対処設備

配置設計

－ －

屋外　機器・配管 36条B⑤ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計

－ －

屋外　機器・配管 36条B② 可搬型重大事故等
対処設備

配置設計

－ －

追而 配置設計

－

追而

配置設計

追而 配置設計

－

追而

配置設計

屋内　機器・配管

31 屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，自然現象，人為事象及び故意
による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して，設計基準事故に対処
するための設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処
するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，設
計基準事故に対処するための設備又は常設重大事故等対処設備を設置する建
屋の外壁から100ｍ以上の離隔距離を確保した場所に保管するとともに異な
る場所にも保管することで位置的分散を図る設計とする。

設置要求 可搬型重大事故等対処設備 設計方針（多様性、位置
的分散等（可搬型重大事
故等対処設備））

設置要求 可搬型重大事故等対処設備 設計方針（多様性、位置
的分散等（可搬型重大事
故等対処設備））

設置要求 基本方針(常設・可搬型接続) 基本方針（多様性，位置
的分散等（可搬型重大事
故等対処設備と常設重大
事故等対処設備の接続
口））

設置要求 常設・可搬型接続口 設計方針（多様性，位置
的分散等（可搬型重大事
故等対処設備と常設重大
事故等対処設備の接続
口））
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24 可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，その他の自然現象又は故意によ
る大型航空機の衝突その他のテロリズム，設計基準事故に対処するための設
備及び重大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故
等対処設備と異なる保管場所に保管する設計とする。

32 また，屋外に設置する設計基準事故に対処するための設備からも100ｍ以上
の離隔距離を確保する設計とする。

35 c. 可搬型重大事故等対処設備と常設重大事故等対処設備の接続口
建屋等の外から水，空気又は電力を供給する可搬型重大事故等対処設備と常
設設備との接続口は，共通要因によって接続することができなくなることを
防止するため，それぞれ互いに異なる複数の場所に設置する設計とする。

屋内　機器・配管

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,10,11を受けた設計

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
位置的分散を図る設計。
・設計基準に対処するための設備又は常設重大事故等対処設
備と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－23　屋内　機器・配管

屋内に保管する「屋外　機器・配管」である可搬型建屋内
ホース等の可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した位置
的分散を図る設計。
・設計基準に対処するための設備又は常設重大事故等対処設
備と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－23　屋内　機器・配管

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,10,11を受けた設計

屋外　機器・配管

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,12を受けた設計

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
位置的分散を図る設計。
・設計基準に対処するための設備(屋外に設置する設計基準
に対処するための設備を含む)又は常設重大事故等対処設備
と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－23　屋外　機器・配管

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,10,11を受けた設計

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,9,10,11,12,13を受けた設計

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
位置的分散を図る設計。
・設計基準に対処するための設備又は常設重大事故等対処設
備と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－23　屋内　機器・配管

屋内に保管する「屋外　機器・配管」である可搬型建屋内
ホース等の可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した位置
的分散を図る設計。
・設計基準に対処するための設備又は常設重大事故等対処設
備と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－23　屋内　機器・配管

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
位置的分散を図る設計。
・設計基準に対処するための設備(屋外に設置する設計基準
に対処するための設備を含む)又は常設重大事故等対処設備
と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－23　屋外　機器・配管

設置要求 基本方針(可搬型重大事故等対処設備) 基本方針（多様性、位置
的分散等（可搬型重大事
故等対処設備））

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，凍結，高
温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災，塩害，航空
機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工
場等の火災及び爆発に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた
建屋等内に保管し，かつ，設計基準事故に対処するための設備の安全機能又
は常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能と同時
にその機能が損なわれるおそれがないよう，設計基準事故に対処するための
設備又は常設重大事故等対処設備を設置する場所と異なる場所に保管する設
計とする。

設置要求 可搬型重大事故等対処設備 設計方針（多様性、位置
的分散等（可搬型重大事
故等対処設備））

接続口は，複数のアクセスルートを踏まえて自然現象，人為事象及び故意に
よる大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して建屋等内の適切に離隔し
た隣接しない位置の異なる複数の場所に設置する設計とする。

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
位置的分散を図る設計。
・設計基準に対処するための設備(屋外に設置する設計基準
に対処するための設備を含む)又は常設重大事故等対処設備
と異なる位置に保管
・竜巻に対して複数の保管場所に相互に100m以上の離隔を確
保して保管

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－23　屋外　機器・配管

冒頭宣言に当たる36条基本設計方針No.8,10,11を受けた設計

接続口は適切に離隔した隣接しない位置の異なる複数箇所に
設置する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－18

接続口は屋外からのアクセス性を考慮した異なる複数箇所に
設置する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

接続口は適切に離隔した隣接しない位置の異なる複数箇所に
設置する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－35　屋内　機器・配管

接続口は屋外からのアクセス性を考慮した異なる複数箇所に
設置する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－35　屋内　機器・配管

30

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐1 可搬SA設備(開⼝部)

36条‐23の屋内・機器配管に関する設計と同様の
設計であることから、36条側（36条‐23）に統合
する。

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐1 可搬SA設備(屋外)

36条‐23の屋外・機器配管に関する設計と同様の
設計であることから、36条側（36条‐23）に統合
する。

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐1 可搬SA設備(開⼝部)

36条‐23の屋内・機器配管に関する設計と同様の
設計であることから、36条側（36条‐23）に統合
する。

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐1 可搬SA設備(屋外)

36条‐23の屋外・機器配管に関する設計と同様の
設計であることから、36条側（36条‐23）に統合
する。

【位置的分散に関する設計】
②‐2‐1 可搬SA設備(屋外)

36条‐23の屋外・機器配管に関する設計と同様の
設計であることから、36条側（36条‐23）に統合
する。

【位置的分散に関する設計】
②‐3‐1 常設SA設備(接続⼝)

36条‐35の屋内・機器配管に関する設計と同様の
設計であることから、36条側（36条‐35）に統合
する。

【位置的分散に関する設計】
②‐3‐2 常設SA設備(接続⼝)

屋内の接続⼝の位置的分散に関する設計であり、
位置的分散の効果が期待される8条(⻯巻)に関する
設計のうち開⼝部影響に対する設計と合わせて説
明する。

【位置的分散に関する設計】
②‐3‐1 常設SA設備(接続⼝へのアクセス性)

36条‐35の屋内・機器配管に関する設計と同様の
設計であることから、36条側（36条‐35）に統合
する。

【位置的分散に関する設計】
②‐3‐2 常設SA設備(接続⼝へのアクセス性)

接続⼝へアクセスするための建屋境界の扉の位置
的分散に関する設計であり、8条(⻯巻)に関する8

条(⻯巻)に関する設計のうち屋外の防護対象施設
の設計と合わせて説明する。

17



基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

配置設計

－ －

配置設計

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

構造設計
(No.91-2)

－ －

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

評価
(No.91-2)

－ －

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

構造設計
(No.91-3)

－ －

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

評価
(No.91-3)

－ －

36条B⑦ 屋外の常設重大事
故等対処設備（屋外ダク
ト）

配置設計

－

＜建屋内の重大事故等対処設備の
防護＞
⇒重大事故等対処設備に影響を及
ぼす可能性がある建屋開口部につ
いて，配置設計や建屋内の壁で防
護することを説明
【[補足重事07(添付3)]建屋開口
部の調査結果について】

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

システム設計

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

システム設計

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

配置設計

－

＜建屋内の重大事故等対処設備の
防護＞
⇒重大事故等対処設備に影響を及
ぼす可能性がある建屋開口部につ
いて，配置設計や建屋内の壁で防
護することを説明
【[補足重事07(添付3)]建屋開口
部の調査結果について】

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

配置設計

－

＜建屋内の重大事故等対処設備の
防護＞
⇒重大事故等対処設備に影響を及
ぼす可能性がある建屋開口部につ
いて，配置設計や建屋内の壁で防
護することを説明
【[補足重事07(添付3)]建屋開口
部の調査結果について】

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

配置設計

－

＜建屋内の重大事故等対処設備の
防護＞
⇒重大事故等対処設備に影響を及
ぼす可能性がある建屋開口部につ
いて，配置設計や建屋内の壁で防
護することを説明
【[補足重事07(添付3)]建屋開口
部の調査結果について】

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

構造設計
(No.91-6)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

評価
(No.91-6)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

構造設計
(No.91-7)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

評価
(No.91-7)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

構造設計
(No.91-8)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

評価
(No.91-8)

－ －

屋外　機器・配管

屋内　機器・配管

(2) 悪影響防止
重大事故等対処設備は，再処理事業所内の他の設備(安全機能を有する施
設，当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備，MOX燃料加工施設
及びMOX燃料加工施設の重大事故等対処設備を含む。)に対して悪影響を及ぼ
さない設計とする。

45 冒頭宣言【36
条46】
設置要求
機能要求①
機能要求②

基本方針 基本方針（悪影響防止）

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等のうち主排気筒管理
建屋は周辺に竜巻防護対策設備が設置されており設計荷重
(竜巻)の影響を受けない設計
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　建物・構築物

建物・構築物

－
(冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.46に展開する。)

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等のうち主排気筒管理
建屋は周辺に竜巻防護対策設備が設置されており設計飛来物
の衝突の影響を受けない設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　建物・構築物

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等は設計荷重(竜巻)に
対して，建屋の構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じ
ないよう，鉄筋コンクリート造を採用するとともに，建屋の
構造部材が十分な厚みを有する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　建物・構築物

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等は，設計飛来物の衝
突に対して，建屋の構造部材である屋根，壁，フード，扉が
貫通及び裏⾯剥離が生じない厚さを確保する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　建物・構築物

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・常設重大事故等対処設備のうち屋内ダクトは竜巻に対して
外部からの衝撃による損傷を防止できる建屋等内に設置する
設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋外　機器・配管

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・屋内の常設重大事故等対処設備のうち外気と繋がっており
気圧差が影響する範囲を示す。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・緊急時対策建屋換気設備の手動ダンパは竜巻襲来時に閉止
する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・屋内の常設重大事故等対処設備は竜巻に対して外部からの
衝撃による損傷を防止できる建屋等内に設置すること又は地
中構造物の内部に設置する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・建屋内に設置されるが開口部等から侵入する設計飛来物が
衝突しない位置に設置できない場合は，設計飛来物の侵入経
路を考慮し，竜巻防護対策設備を設置することで建屋内の竜
巻防護対象施設への衝突を防止する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・「屋内　機器・配管」である重油貯槽等の重大事故等対処
設備を収納する重油貯蔵所等は，設計荷重(竜巻)に対して，
建屋の構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が⽣じないよ
う，鉄筋コンクリート造を採⽤するとともに，建屋の構造部
材が十分な厚みを有する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・屋内の常設重大事故等対処設備のうち外気と繋がっている
重大事故等対処設備は気圧差による荷重に対して構成する主
要部材が重大事故等への対処に必要な機能を維持可能な構造
強度を有する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・建屋等内の重大事故等対処設備の配置情報と建屋の開口部
及び内壁の配置情報の位置関係を踏まえ，設計飛来物の侵入
経路を考慮し，設計飛来物が衝突しない位置に設置する設計
は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・「屋内　機器・配管」である重油貯槽等の重大事故等対処
設備を収納する重油貯蔵所等は，設計飛来物の衝突に対し
て，建屋の構造部材である屋根，壁，扉が貫通及び裏⾯剥離
が生じない厚さを確保する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　屋内　機器・配管

【悪影響防⽌に関する設計】
SA設備が⻯巻の影響によって他設備へ悪影響を
与えないようにするためには，36条‐91等に⽰す
⾃らが外部衝撃に対して耐える設計（環境条件
に関する設計）とすることで達成されることか
ら、36条‐91等の環境条件に対する設計と合わせ
て８条側へ展開する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

－

－

36条D② 飛来物防護版 評価
(No.91-9)

－

－ －

－ －

36条A④ 屋外の常設重大事
故等対処設備

評価
(No.92-1)

－ －

36条B⑧ 屋外の常設重大事
故等対処設備（屋外ダク
ト）

配置設計 － －

－
(施設共通の基本設計方針の

ため)

構造設計
（運用）

－ －

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

システム設計

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

構造設計
(No.92-●)

－ －

評価
(No.92-●)

－ －

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

構造設計 － ＜予備品等による復旧措置＞
⇒竜巻により機能喪失する場合，
予備品等による復旧措置を行うこ
とを説明
【[補足重事07添付4]情報把握設
備屋外アンテナの竜巻飛来物損傷
時の予備品を用いた復旧につい
て】

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

構造設計
（No.92-3）

－ －

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

評価
（No.92-3）

－ －

－

－

36条D③ 飛来物防護版 評価
(No.91-4)

－

建物・構築物 36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

配置設計 － －

屋内　機器・配管

竜巻防護対策設備

竜巻防護対策設備

建物・構築物

屋外　機器・配管

45 (2) 悪影響防止
重大事故等対処設備は，再処理事業所内の他の設備(安全機能を有する施
設，当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備，MOX燃料加工施設
及びMOX燃料加工施設の重大事故等対処設備を含む。)に対して悪影響を及ぼ
さない設計とする。

冒頭宣言【36
条46】
設置要求
機能要求①
機能要求②

基本方針 基本方針（悪影響防止） 36条D② 飛来物防護版 構造設計
(No.91-9)

36条A④ 屋外の常設重大事
故等対処設備

構造設計
(No.92-1)

36条D③ 飛来物防護版 構造設計
(No.91-4)

屋外に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物の衝突に対して，貫通が生
じない厚さを確保する設計
・防護板(鋼材）は，設計飛来物が重大事故等対処設備に衝
突することを防止するため，設計飛来物が侵入する隙間がな
いように設置する設計
・設計飛来物が侵入し得る隙間を設ける場合は，当該隙間か
ら設計飛来物が侵入することを防止するため，設計飛来物の
侵入経路を制限するように防護板等を配置し，設計飛来物を
衝突させることで，竜巻防護対策設備内への侵入を防止する
設計
・防護板(鋼材）は，設計荷重(竜巻）に対して，取付ボルト
が破断し，防護板（鋼材）の脱落による波及的影響を与えな
い設計
・⽀持架構は，設計荷重(竜巻)に対して防護板(鋼材)を支持
できる強度を確保し，支持架構を構成する部材の倒壊，転倒
及び脱落による波及的影響を与えないよう，骨組構造（ラー
メン・トラス等）を採用するとともに，支持架構を構成する
部材が十分な厚みを有する設計
・防護板（鉄筋コンクリート）は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計
・飛来物防護板は，重大事故等対処設備の換気機能に影響を
与えないよう，空気の給排気可能な開⼝を確保したフードを
設ける設計

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－92　竜巻防護対策設備

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等のうち主排気筒管理
建屋は周辺に竜巻防護対策設備が設置されており設計荷重
（竜巻）の影響を受けない設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　建物・構築物

屋内に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物の衝突に対して，貫通が生
じない厚さを確保する設計
・防護板(鋼材）は，設計飛来物が重大事故等対処設備に衝
突することを防止するため，設計飛来物が侵入する隙間がな
いように設置する設計
・設計飛来物が侵入し得る隙間を設ける場合は，当該隙間か
ら設計飛来物が侵入することを防止するため，設計飛来物の
侵入経路を制限するように防護板等を配置し，設計飛来物を
衝突させることで，竜巻防護対策設備内への侵入を防止する
設計
・防護板(鋼材）は，設計荷重(竜巻）に対して，取付ボルト
が破断し，防護板（鋼材）の脱落による波及的影響を与えな
い設計
・⽀持架構は，設計荷重(竜巻)に対して防護板(鋼材)を支持
できる強度を確保し，支持架構を構成する部材の倒壊，転倒
及び脱落による波及的影響を与えないよう，骨組構造（ラー
メン・トラス等）を採用するとともに，支持架構を構成する
部材が十分な厚みを有する設計
・防護板（鉄筋コンクリート）は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計
・飛来物防護板は，重大事故等対処設備の換気機能に影響を
与えないよう，空気の給排気可能な開⼝を確保したフードを
設ける設計

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－91　竜巻防護対策設備

屋外に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・設計荷重(竜巻)により生じる風荷重に対し，主要な構造部
材が転倒,過大な変形及び脱落が生じない設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－92　屋内　機器・配管

屋外に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・情報把握計装設備用屋内伝送系統等の屋外アンテナは，竜
巻により機能喪失する場合，速やかに予備品等による復旧措
置を行う設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－92　屋内　機器・配管

屋外に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・屋内　機器・配管のうち波及的影響を及ぼし得る施設であ
るベント管等は，設計荷重(竜巻)に対して機能的影響を及ぼ
す変形が生じない設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－92　屋内　機器・配管

屋外に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・屋外の常設重大事故等対処設備は設計荷重(竜巻)に対し
て，構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じないよう，
十分な厚みを有する設計
・屋外の常設重大事故等対処設備は設計飛来物の衝突に対し
貫通及び裏面剥離が生じない厚さを有する設計
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－92　建物・構築物

屋外に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・屋外の常設重大事故等対処設備のうち屋外ダクトは設計飛
来物が重大事故等対処設備に衝突しないように，重大事故等
対処設備の上部及び側面を覆うように竜巻防護対策設備を設
置する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－92　屋外　機器・配管

屋外に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・竜巻に対して，鋼製材よりも運動エネルギ又は貫通力が大
きくなる資機材等の設置場所及び障害物の有無を考慮し,資
機材等が飛来物とならないように固縛又は固定する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－92　屋外　機器・配管

屋外に設置する常設重大事故等対処設備の悪影響防止に関す
る設計は，以下を考慮した設計。
・屋外の建物構築物のうち，重大事故等対処設備と繋がって
いる波及的影響を及ぼし得る施設(機能的影響)の系統情報
(設計情報)を示す。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－92　屋内　機器・配管
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

配置設計

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

構造設計
(No.121-2)

－ －

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

評価
(No.121-2)

－ －

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

構造設計
(No.121-3)

－ －

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

評価
(No.121-3)

－ －

36条B⑲ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計 － －

36条B⑲ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計 － －

36条C⑯ 屋内の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計 － －

36条C⑯ 屋内の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計 － －

－

－

36条D⑥ 飛来物防護板 評価
(No.121-5)

－

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計 － －

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

構造設計
(No.122-1)

－ －

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

評価
(No.122-1)

－ ＜固縛装置の評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足重事07(添付2)]固縛装置
の評価対象部位について】

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

構造設計
(No.122-2)

－ －

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

評価
(No.122-2)

－ ＜固縛装置の評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足重事07添付3]固縛装置の
評価対象部位について】

設計説明分類共通（屋外　機器・配
管）

－
(施設共通の基本設計方針の

ため)

構造設計
（運用）

－ －

基本方針（悪影響防止）基本方針冒頭宣言【36
条46】
設置要求
機能要求①
機能要求②

(2) 悪影響防止
重大事故等対処設備は，再処理事業所内の他の設備(安全機能を有する施
設，当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備，MOX燃料加工施設
及びMOX燃料加工施設の重大事故等対処設備を含む。)に対して悪影響を及ぼ
さない設計とする。

45 建物・構築物

屋外　機器・配管

屋内　機器・配管

竜巻防護対策設備 36条D⑥ 飛来物防護板 構造設計
(No.121-5)

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・竜巻に対して，鋼製材よりも運動エネルギ又は貫通力が大
きくなる資機材等の設置場所及び障害物の有無を考慮し,資
機材等が飛来物とならないように固縛又は固定する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－122　設計説明分類共通（屋外　機器・配管）

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等は設計荷重(竜巻)に
対して，建屋の構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じ
ないよう，鉄筋コンクリート造を採用するとともに，建屋の
構造部材が十分な厚みを有する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　建物・構築物

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等は，設計飛来物の衝
突に対して，建屋の構造部材である屋根，壁，フード，扉が
貫通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　建物・構築物

屋内に保管する「屋外　機器・配管」である可搬型建屋内
ホース等の可搬重大事故等対処設備の悪影響防止に関する設
計は，以下を考慮した設計。
・可搬型重大事故等対処設備は竜巻に対して外部からの衝撃
による損傷を防止できる建屋等内に設置する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　屋外　機器・配管

屋外　機器・配管

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等のうち主排気筒管理
建屋は周辺に竜巻防護対策設備が設置されており設計荷重
(竜巻)の影響を受けない設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　建物・構築物

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・屋外の可搬型重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等対
処設備を収納するコンテナは風荷重に対して固縛装置により
固縛する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－122　屋外　機器・配管

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・屋外の可搬型重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等対
処設備を収納するコンテナは風荷重に対して固定する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－122　屋外　機器・配管

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・屋内に保管する「屋外　機器・配管」である可搬型建屋内
ホース等の可搬型重大事故等対処設備は竜巻に対して100m以
上の離隔距離を確保した異なる場所にも保管する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　屋外　機器・配管

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・屋内の可搬型重大事故等対処設備は竜巻に対して外部から
の衝撃による損傷を防止できる建屋等内に保管する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　屋内　機器・配管

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・可搬型重大事故等対処設備は竜巻に対して100m以上の離隔
距離を確保した異なる場所にも保管する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　屋内　機器・配管

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物の衝突に対して，貫通が生
じない厚さを確保する設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物が重大事故等対処設備に衝
突することを防止するため，設計飛来物が侵入する隙間がな
いように設置する設計。
・設計飛来物が侵入し得る隙間を設ける場合は，当該隙間か
ら設計飛来物が侵入することを防止するため，設計飛来物の
侵入経路を制限するように防護板等を配置し，設計飛来物を
衝突させることで，竜巻防護対策設備内への侵入を防止する
設計。
・防護板(鋼材）は，設計荷重(竜巻）に対して，取付ボルト
が破断し，防護板（鋼材）の脱落による波及的影響を与えな
い設計。
・⽀持架構は，設計荷重(竜巻)に対して防護板(鋼材)を支持
できる強度を確保し，支持架構を構成する部材の倒壊，転倒
及び脱落による波及的影響を与えないよう，骨組構造（ラー
メン・トラス等）を採用するとともに，支持架構を構成する
部材が十分な厚みを有する設計。
・防護板（鉄筋コンクリート）は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計
・飛来物防護板は，重大事故等対処設備の換気機能に影響を
与えないよう，空気の給排気可能な開⼝を確保したフードを
設ける設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－121　竜巻防護対策設備

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備の悪影響防止に関
する設計は，以下を考慮した設計。
・屋外の可搬型重大事故等対処設備は竜巻に対して100m以上
の離隔距離を確保した異なる場所にも保管する設計。

以上の設計は，環境条件等 に整理する設計と同一となるこ
とから，以下の36条基本設計方針側でまとめて説明する。
《関連する36条条文基本設計方針No.》
36条－122　屋外　機器・配管
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

36条A② 設計荷重(竜巻)に
より生じる応力等に対する
評価対象施設及びその支持
構造物

配置設計

－ －

36条A② 設計荷重(竜巻)に
より生じる応力等に対する
評価対象施設及びその支持
構造物

構造設計
(No.50-1)

－ －

36条A② 設計荷重(竜巻)に
より生じる応力等に対する
評価対象施設及びその支持
構造物

評価
(No.50-1)

36条A② 設計荷重(竜巻)に
より生じる応力等に対する
評価対象施設及びその支持
構造物

構造設計
(No.50-●)

36条A② 設計荷重(竜巻)に
より生じる応力等に対する
評価対象施設及びその支持
構造物

評価
(No.50-●)

－ －

36条B⑥ 屋外の重大事故等
対処設備

配置設計

－ －

36条B⑥ 屋外の重大事故等
対処設備

構造設計
(No.50-3)

－ －

36条B⑥ 屋外の重大事故等
対処設備

評価
(No.50-3)

－ －

36条B⑥ 屋外の重大事故等
対処設備

構造設計
(No.50-4)

－ －

36条B⑥ 屋外の重大事故等
対処設備

評価
(No.50-4)

－ －

36条C③ 屋内の重大事故等
対処設備

配置設計

－ －

36条C③ 屋内の重大事故等
対処設備

構造設計
(No.50-5)

－ －

36条C③ 屋内の重大事故等
対処設備

評価
(No.50-5)

－ －

－

－

－

36条D① 飛来物防護板 評価
(No.50-6)

－

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

配置設計

－ －

配置設計

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

構造設計
(No.91-2)

－ －

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

評価
(No.91-2)

－ －

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

構造設計
(No.91-3)

－ －

36条A③ 屋内の常設重大事
故等対処設備,重大事故等対
処設備を収納する建屋等

評価
(No.91-3)

－ －

36条B⑦ 屋外の常設重大事
故等対処設備（屋外ダク
ト）

配置設計

－

＜建屋内の重大事故等対処設備の
防護＞
⇒重大事故等対処設備に影響を及
ぼす可能性がある建屋開口部につ
いて，配置設計や建屋内の壁で防
護することを説明
【[補足重事07(添付3)]建屋開口
部の調査結果について】

91 屋内の常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積
雪及び火山の影響に対して外部からの衝撃による損傷を防止できる前処理建
屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃
液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，非常用電源建
屋，主排気筒管理建屋，第１保管庫・貯水所，第２保管庫・貯水所，緊急時
対策建屋及び洞道に設置し，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない
設計とする。

設置要求
機能要求①
評価要求

常設重大事故等対処設備 設計方針（環境条件等
（常設重大事故等対処設
備））

50 重大事故等対処設備が竜巻により飛来物となる影響については，外部からの
衝撃による損傷の防止が図られた建屋等内に設置又は保管することで，他の
設備に悪影響を及ぼさない設計とする，又は，風荷重を考慮し，屋外に保管
する可搬型重大事故等対処設備は必要に応じて固縛等の措置をとることで，
他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

建物・構築物

竜巻防護対策設備

屋外　機器・配管

重大事故等対処設備を収納する建屋等は飛来物防護板の設置
により設計荷重（竜巻）が作用しない設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－15

屋外の可搬型重大事故等対処設備は竜巻により飛来物となら
ないよう風荷重を考慮し必要に応じて当該設備又は当該設備
を収納するものを固縛する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19,29

屋外の可搬型重大事故等対処設備は竜巻により飛来物となら
ないよう風荷重を考慮し必要に応じて当該設備又は当該設備
を収納するものを固定する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19,29

屋外の常設重大事故等対処設備は飛来物防護板の設置により
設計荷重（竜巻）が作用しない設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

重大事故等対処設備を収納する建屋等は設計荷重(竜巻)に対
して，主要な構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じな
い設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－15

屋外の重大事故等対処設備は設計荷重(竜巻)に対して，主要
な構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じない設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

屋内に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等のうち主排気筒管理
建屋は周辺に竜巻防護対策設備が設置されており設計荷重
(竜巻)の影響を受けない設計
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－15

屋内に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等は設計荷重(竜巻)に
対して，建屋の構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じ
ないよう，鉄筋コンクリート造を採用するとともに，建屋の
構造部材が十分な厚みを有する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－15

重大事故等対処設備を収納する建屋等は，設計飛来物の衝突
に対して，建屋の構造部材である屋根，壁，フード，扉が貫
通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－16

構造設計
(No.50-6)

屋内　機器・配管

建物・構築物

設置要求
機能要求①
評価要求
運用要求

重大事故等対処設備
施設共通　基本設計方針

設計方針（悪影響防止）

屋内に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・常設重大事故等対処設備のうち屋内ダクトは竜巻に対して
外部からの衝撃による損傷を防止できる建屋等内に設置する
設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－14

－
(運用要求のため)

屋内の重大事故等対処設備は竜巻に対して外部からの衝撃に
よる損傷を防止できる建屋等内に設置すること又は地中構造
物の内部に設置する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－14

設計荷重(竜巻)により生じる風荷重に対し，主要な構造部材
が転倒,過大な変形及び脱落が生じない設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－50　建物・構築物

36条D① 飛来物防護板 重大事故等対処設備は以下を考慮した設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物の衝突に対して，貫通が生
じない厚さを確保する設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物が重大事故等対処設備に衝
突することを防止するため，設計飛来物が侵入する隙間がな
いように設置する設計。
・設計飛来物が侵入し得る隙間を設ける場合は，当該隙間か
ら設計飛来物が侵入することを防止するため，設計飛来物の
侵入経路を制限するように防護板等を配置し，設計飛来物を
衝突させることで，竜巻防護対策設備内への侵入を防止する
設計。
・防護板(鋼材）は，設計荷重(竜巻）に対して，取付ボルト
が破断し，防護板（鋼材）の脱落による波及的影響を与えな
い設計。
・⽀持架構は，設計荷重(竜巻)に対して防護板(鋼材)を支持
できる強度を確保し，支持架構を構成する部材の倒壊，転倒
及び脱落による波及的影響を与えないよう，骨組構造（ラー
メン・トラス等）を採用するとともに，支持架構を構成する
部材が十分な厚みを有する設計。
・防護板（鉄筋コンクリート）は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計
・飛来物防護板は，重大事故等対処設備の換気機能に影響を
与えないよう，空気の給排気可能な開⼝を確保したフードを
設ける設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－34

屋外　機器・配管

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.72を受けた設計

重大事故等対処設備を収納する建屋等のうち主排気筒管理建
屋は周辺に竜巻防護対策設備が設置されており設計飛来物の
衝突の影響を受けない設計

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－16

【環境条件に関する設計】
①‐1‐2 常設のうち⾃分で耐えるもの(建物)

屋外の建物の健全性に関する設計であることから、
8条(⻯巻)に関する設計のうち屋外の建物の設計と
合わせて説明する。

【悪影響防⽌に関する設計】
③‐1‐1 常設のうち⾃分で耐えるもの（建物）
屋外の常設SA設備の健全性に関する設計であるこ
とから、8条(⻯巻)に関する設計のうち屋外の防護
対象施設の設計と合わせて説明する。

【悪影響防⽌に関する設計】
③‐3‐1 可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐える
もの(⼤型移送ポンプ⾞)

屋外の可搬SA設備が⾶来物にならないための設
計であることから、8条(⻯巻)に関する設計のう
ち屋外の防護対象施設の設計及び敷地内の資機材
の⾶散防⽌措置と合わせて説明する。

【悪影響防⽌に関する設計】
③‐2‐1 設計⾶来物にならないための措置(可搬型
SA設備)

屋外の可搬SA設備が⾶来物にならないための設
計であることから、8条(⻯巻)に関する設計のう
ち屋外の防護対象施設の設計及び敷地内の資機
材の⾶散防⽌措置と合わせて説明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

システム設計

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

配置設計

－

＜建屋内の重大事故等対処設備の
防護＞
⇒重大事故等対処設備に影響を及
ぼす可能性がある建屋開口部につ
いて，配置設計や建屋内の壁で防
護することを説明
【[補足重事07(添付3)]建屋開口
部の調査結果について】

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

配置設計

－

＜建屋内の重大事故等対処設備の
防護＞
⇒重大事故等対処設備に影響を及
ぼす可能性がある建屋開口部につ
いて，配置設計や建屋内の壁で防
護することを説明
【[補足重事07(添付3)]建屋開口
部の調査結果について】

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

配置設計

－

＜建屋内の重大事故等対処設備の
防護＞
⇒重大事故等対処設備に影響を及
ぼす可能性がある建屋開口部につ
いて，配置設計や建屋内の壁で防
護することを説明
【[補足重事07(添付3)]建屋開口
部の調査結果について】

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

構造設計
(No.91-6)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

評価
(No.91-6)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

構造設計
(No.91-7)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

評価
(No.91-7)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

構造設計
(No.91-8)

－ －

36条C④ 屋内の常設重大事
故等対処設備,外部衝撃から
防護するために必要な設備

評価
(No.91-8)

－ －

－

36条D② 飛来物防護版 評価
(No.91-9)

－

－ －

－ －

36条A④ 屋外の常設重大事
故等対処設備

評価
(No.92-1)

－ －

36条B⑧ 屋外の常設重大事
故等対処設備（屋外ダク
ト）

配置設計

－ －

－
(施設共通の基本設計方針の

ため)

構造設計
（運用）

－ －

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

システム設計

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

構造設計
(No.92-●)

－ －

評価
(No.92-●)

－ －

91 屋内の常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積
雪及び火山の影響に対して外部からの衝撃による損傷を防止できる前処理建
屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃
液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，非常用電源建
屋，主排気筒管理建屋，第１保管庫・貯水所，第２保管庫・貯水所，緊急時
対策建屋及び洞道に設置し，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない
設計とする。

設置要求
機能要求①
評価要求

常設重大事故等対処設備 設計方針（環境条件等
（常設重大事故等対処設
備））

92 屋外の常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，積雪及び火山の影響に
対して，風(台風)及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降下火砕物による積
載荷重により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

常設重大事故等対処設備
施設共通　基本設計方針

設計方針（環境条件等
（常設重大事故等対処設
備））

36条D② 飛来物防護版 屋内に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物の衝突に対して，貫通が生
じない厚さを確保する設計
・防護板(鋼材）は，設計飛来物が重大事故等対処設備に衝
突することを防止するため，設計飛来物が侵入する隙間がな
いように設置する設計
・設計飛来物が侵入し得る隙間を設ける場合は，当該隙間か
ら設計飛来物が侵入することを防止するため，設計飛来物の
侵入経路を制限するように防護板等を配置し，設計飛来物を
衝突させることで，竜巻防護対策設備内への侵入を防止する
設計
・防護板(鋼材）は，設計荷重(竜巻）に対して，取付ボルト
が破断し，防護板（鋼材）の脱落による波及的影響を与えな
い設計
・⽀持架構は，設計荷重(竜巻)に対して防護板(鋼材)を支持
できる強度を確保し，支持架構を構成する部材の倒壊，転倒
及び脱落による波及的影響を与えないよう，骨組構造（ラー
メン・トラス等）を採用するとともに，支持架構を構成する
部材が十分な厚みを有する設計
・防護板（鉄筋コンクリート）は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計
・飛来物防護板は，重大事故等対処設備の換気機能に影響を
与えないよう，空気の給排気可能な開⼝を確保したフードを
設ける設計

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－34

屋外に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・屋外の常設重大事故等対処設備は設計荷重(竜巻)に対し
て，構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じないよう，
十分な厚みを有する設計
・屋外の常設重大事故等対処設備は設計飛来物の衝突に対し
貫通及び裏面剥離が生じない厚さを有する設計
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

屋内　機器・配管

建物・構築物

竜巻防護対策設備

竜巻に対して，鋼製材よりも運動エネルギ又は貫通力が大き
くなる資機材等の設置場所及び障害物の有無を考慮し,資機
材等が飛来物とならないように固縛又は固定する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－29

構造設計
(No.91-9)

36条A④ 屋外の常設重大事
故等対処設備

構造設計
(No.92-1)

屋外の常設重大事故等対処設備のうち屋外ダクトは設計飛来
物が重大事故等対処設備に衝突しないように，重大事故等対
処設備の上部及び側面を覆うように竜巻防護対策設備を設置
する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

建屋等内の重大事故等対処設備の配置情報と建屋の開口部及
び内壁の配置情報の位置関係を踏まえ，設計飛来物の侵入経
路を考慮し，設計飛来物が衝突しない位置に設置する設計
は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－18

－

屋外　機器・配管

屋外の建物構築物のうち，重大事故等対処設備と繋がってい
る波及的影響を及ぼし得る施設(機能的影響)の系統情報(設
計情報)を示す。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－21

「屋内　機器・配管」である重油貯槽等の重大事故等対処設
備を収納する重油貯蔵所等は，設計飛来物の衝突に対して，
建屋の構造部材である屋根，壁，扉が貫通及び裏⾯剥離が生
じない厚さを確保する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
36条－91　建物・構築物

屋内の常設重大事故等対処設備のうち外気と繋がっている重
大事故等対処設備は気圧差による荷重に対して構成する主要
部材が重大事故等への対処に必要な機能を維持可能な構造強
度を有する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－17

屋内　機器・配管 屋内の常設重大事故等対処設備のうち外気と繋がっており気
圧差が影響する範囲を示す。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－17

屋内に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・屋内の常設重大事故等対処設備は竜巻に対して外部からの
衝撃による損傷を防止できる建屋等内に設置すること又は地
中構造物の内部に設置する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－14

建屋内に設置されるが開口部等から侵入する設計飛来物が衝
突しない位置に設置できない場合は，設計飛来物の侵入経路
を考慮し，竜巻防護対策設備を設置することで建屋内の竜巻
防護対象施設への衝突を防止する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－18

屋内に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・「屋内　機器・配管」である重油貯槽等の重大事故等対処
設備を収納する重油貯蔵所等は，設計荷重(竜巻)に対して，
建屋の構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が⽣じないよ
う，鉄筋コンクリート造を採⽤するとともに，建屋の構造部
材が十分な厚みを有する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，36条基本設計方針でまとめて説明する。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－91　建物・構築物

屋外に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・設計荷重(竜巻)により生じる風荷重に対し，主要な構造部
材が転倒,過大な変形及び脱落が生じない設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－92　建物・構築物

【環境条件に関する設計】
①‐1‐1 常設のうち⾃分で耐えるもの（建物）
36条‐91の建物・構築物の設計と同様の設計である
ことから、36条側（36条‐91）に統合する。

【環境条件に関する設計】
①‐7‐1 設計⾶来物にならないための措置(資機
材)

屋外の可搬SA設備が⾶来物にならないための設
計であることから、8条(⻯巻)に関する設計のう
ち敷地内の資機材の⾶散防⽌措置と合わせて説
明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

構造設計

－

＜予備品等による復旧措置＞
⇒竜巻により機能喪失する場合，
予備品等による復旧措置を行うこ
とを説明
【[補足重事07添付4]情報把握設
備屋外アンテナの竜巻飛来物損傷
時の予備品を用いた復旧につい
て】

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

構造設計
（No.92-3）

－ －

36条C⑤ 情報把握計装設備
用屋内伝送系統等の屋外ア
ンテナ,波及的影響を及ぼし
得る施設であるベント管等

評価
（No.92-3）

－ －

－

36条D③ 飛来物防護版 評価
(No.91-4)

－

追而 システム設計

－

追而

追而 配置設計

－

追而

追而 構造設計

－

追而

追而 システム設計

－

追而

追而 システム設計

－

追而

追而 システム設計

－

追而

追而 配置設計

－

追而

追而 構造設計

－

追而

追而 構造設計

－

追而

追而 システム設計

－

追而

追而 システム設計

－

追而

追而 システム設計

－

追而

追而 配置設計

－

追而

追而 構造設計

－

追而

追而 構造設計

－

追而

92 屋外の常設重大事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，積雪及び火山の影響に
対して，風(台風)及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降下火砕物による積
載荷重により重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

常設重大事故等対処設備
施設共通　基本設計方針

設計方針（環境条件等
（常設重大事故等対処設
備））

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は代替設備により必要
な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－4

－

屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備が損傷した場合の修理
に係る設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－94　屋内　機器・配管

36条D③ 飛来物防護版

屋内　機器・配管

竜巻防護対策設備

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備が損傷した場合の修理
に係る設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－94　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備が損傷した場合の修理
に係る設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－4

－
(運用要求のため)

屋内　機器・配管のうち波及的影響を及ぼし得る施設である
ベント管等は，設計荷重(竜巻)に対して機能的影響を及ぼす
変形が生じない設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－21

屋外に設置する常設重大事故等対処設備は以下を考慮した設
計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物の衝突に対して，貫通が生
じない厚さを確保する設計
・防護板(鋼材）は，設計飛来物が重大事故等対処設備に衝
突することを防止するため，設計飛来物が侵入する隙間がな
いように設置する設計
・設計飛来物が侵入し得る隙間を設ける場合は，当該隙間か
ら設計飛来物が侵入することを防止するため，設計飛来物の
侵入経路を制限するように防護板等を配置し，設計飛来物を
衝突させることで，竜巻防護対策設備内への侵入を防止する
設計
・防護板(鋼材）は，設計荷重(竜巻）に対して，取付ボルト
が破断し，防護板（鋼材）の脱落による波及的影響を与えな
い設計
・⽀持架構は，設計荷重(竜巻)に対して防護板(鋼材)を支持
できる強度を確保し，支持架構を構成する部材の倒壊，転倒
及び脱落による波及的影響を与えないよう，骨組構造（ラー
メン・トラス等）を採用するとともに，支持架構を構成する
部材が十分な厚みを有する設計
・防護板（鉄筋コンクリート）は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計
・飛来物防護板は，重大事故等対処設備の換気機能に影響を
与えないよう，空気の給排気可能な開⼝を確保したフードを
設ける設計

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－34

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.72を受けた設計

建物・構築物

94 ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等対処設
備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用する常設重大
事故等対処設備は，風(台風)，竜巻，積雪，火山の影響，凍結，高温及び降
水により機能が損なわれる場合，代替設備により必要な機能を確保するこ
と，安全上支障のない期間で修理の対応を行うこと，関連する工程の停止等
又はこれらを適切に組み合わせることにより，機能を損なわない設計とす
る。代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修
理の対応を行うこと，関連する工程を停止すること等については，保安規定
に定めて，管理する。

設置要求
機能要求①
冒頭宣言【36
条174～178】
運用要求

施設共通　基本設計方針 基本方針（環境条件等
（常設重大事故等対処設
備））

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は関連する工程の停止
により必要な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－4

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は関連する工程の停止
により必要な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－94　屋内　機器・配管

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は代替設備により必要
な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－4

情報把握計装設備用屋内伝送系統等の屋外アンテナは，竜巻
により機能喪失する場合，速やかに予備品等による復旧措置
を行う設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は代替設備により必要
な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－94　屋内　機器・配管

－
(冒頭宣言であり，具体の設計は基本設計方針No.174～178に展開する。)

屋外　機器・配管

構造設計
(No.91-4)

内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設重大事故等
対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有する施
設と兼用する常設重大事故等対処設備は代替設備により必要
な機能を確保する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－94　屋内　機器・配管

【環境条件に対する設計】
①‐5‐1 常設のうち機能喪失した場合に事後保修
するもの(アンテナ)

屋外の常設SA設備の設備復旧に関する設計である
ことから、8条(⻯巻)に関する設計のうち屋外の防
護対象施設の設計と合わせて説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐6‐2 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機能確
保・修理によって対応するもの
8条(⻯巻)に関する設計のうち代替設備による対応
等の設計と合わせて説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐6‐1 内的SA設備のうち⼯程停⽌・代替機能確
保・修理によって対応するもの
36条‐94の屋内・機器配管に関する設計と同様の
設計であるため、36条側（下段の屋内・機器配
管）に統合する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

配置設計

－ －

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

配置設計

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

構造設計
(No.121-2)

－ －

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

評価
(No.121-2)

－ －

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

構造設計
(No.121-3)

－ －

36条A⑬ 重大事故等対処設
備を収納する建屋等

評価
(No.121-3)

－ －

36条B⑲ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計

－ －

36条B⑲ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計

－ －

36条C⑯ 屋内の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計

－ －

36条C⑯ 屋内の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計

－ －

－

36条D⑥ 飛来物防護板 評価
(No.121-5)

－

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

配置設計

－ －

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

構造設計
(No.122-1)

－ －

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

評価
(No.122-1)

－

＜固縛装置の評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足重事07(添付2)]固縛装置
の評価対象部位について】

36条D⑥ 飛来物防護板

屋外　機器・配管

建物・構築物

竜巻防護対策設備

屋外　機器・配管

屋内　機器・配管

構造設計
(No.121-5)

設置要求
機能要求①
評価要求

可搬型重大事故等対処設備 基本方針（環境条件等
（可搬型重大事故等対処
設備））

風(台風)，竜巻，凍結，高温，降水，積雪及び火山の影響に対して屋内の可
搬型重大事故等対処設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる建屋等
内に保管し，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，風(台風)及び竜巻に対して風(台風)及
び竜巻による風荷重を考慮し，必要により当該設備又は当該設備を収納する
ものに対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。
ただし，固縛する屋外の可搬型重大事故等対処設備のうち，地震時の移動を
考慮して，地震後の機能を維持する設備は，余長を有する固縛で拘束するこ
とにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

121

122 可搬型重大事故等対処設備
施設共通　基本設計方針

基本方針（環境条件等
（可搬型重大事故等対処
設備））

飛来物の影響を受ける屋外保管の可搬型重大事故等対処設備
は竜巻が重大事故等の発生の要因とならないことを踏まえ以
下を考慮した設計。
・固縛等の措置を講じた上で互いに100m以上の離隔を確保し
て保管する予備を期待し必要な機能を維持する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
設計。
・屋外の可搬型重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等対
処設備を収納するコンテナは風荷重に対して固縛装置により
固縛する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物の衝突に対して，貫通が生
じない厚さを確保する設計。
・防護板(鋼材）は，設計飛来物が重大事故等対処設備に衝
突することを防止するため，設計飛来物が侵入する隙間がな
いように設置する設計。
・設計飛来物が侵入し得る隙間を設ける場合は，当該隙間か
ら設計飛来物が侵入することを防止するため，設計飛来物の
侵入経路を制限するように防護板等を配置し，設計飛来物を
衝突させることで，竜巻防護対策設備内への侵入を防止する
設計。
・防護板(鋼材）は，設計荷重(竜巻）に対して，取付ボルト
が破断し，防護板（鋼材）の脱落による波及的影響を与えな
い設計。
・⽀持架構は，設計荷重(竜巻)に対して防護板(鋼材)を支持
できる強度を確保し，支持架構を構成する部材の倒壊，転倒
及び脱落による波及的影響を与えないよう，骨組構造（ラー
メン・トラス等）を採用するとともに，支持架構を構成する
部材が十分な厚みを有する設計。
・防護板（鉄筋コンクリート）は，設計飛来物の衝突に対し
て，貫通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計
・飛来物防護板は，重大事故等対処設備の換気機能に影響を
与えないよう，空気の給排気可能な開⼝を確保したフードを
設ける設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－34

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
設計。
重大事故等対処設備を収納する建屋等のうち主排気筒管理建
屋は周辺に竜巻防護対策設備が設置されており設計荷重（竜
巻）の影響を受けない設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－15

屋内に保管する「屋外　機器・配管」である可搬型建屋内
ホース等の可搬重大事故等対処設備は以下を考慮した設計。
・可搬型重大事故等対処設備は竜巻に対して外部からの衝撃
による損傷を防止できる建屋等内に設置する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－14

屋内に保管する「屋外　機器・配管」である可搬型建屋内
ホース等の可搬型重大事故等対処設備は竜巻に対して100m以
上の離隔距離を確保した異なる場所にも保管する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－122　屋内　機器・配管

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
設計。
・重大事故等対処設備を収納する建屋等は設計荷重(竜巻)に
対して，建屋の構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じ
ないよう，鉄筋コンクリート造を採用するとともに，建屋の
構造部材が十分な厚みを有する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－15

重大事故等対処設備を収納する建屋等は，設計飛来物の衝突
に対して，建屋の構造部材である屋根，壁，フード，扉が貫
通及び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－16

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
設計。
・屋内の可搬型重大事故等対処設備は竜巻に対して外部から
の衝撃による損傷を防止できる建屋等内に保管する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－14

重大事故等対処設備を収納する建屋等のうち主排気筒管理建
屋は周辺に竜巻防護対策設備が設置されており設計荷重(竜
巻)の影響を受けない設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－16

－

建屋開口により飛来物の影響を受ける屋内保管の可搬型重大
事故等対処設備は竜巻が重大事故等の発生の要因とならない
ことを踏まえ以下を考慮した設計。
・100m以上離れた外部保管エリアに確保する予備を期待し必
要な機能を維持する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－18

【環境条件に関する設計】
①‐1‐2 常設のうち⾃分で耐えるもの(建物)

屋外の建物の健全性に関する設計であることから、
8条(⻯巻)に関する設計のうち屋外の建物の設計と
合わせて説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐2‐1 建屋に守ってもらうもの(屋内に保管する
可搬設備)

建屋内に収納し健全性を確保する設計であること
から、8条(⻯巻)に関する設計のうち屋内の防護
対象施設の設計と合わせて説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐3‐1 可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐える
もの(⼤型移送ポンプ⾞)

外部保管エリア（保管庫の外）に保管する可搬
型SA設備は、⾵荷重に対して固縛することで必
要な機能を維持する設計としており、8条(⻯巻)

に関する設計のうち屋外の防護対象施設の設計
と合わせて説明する。

【環境条件に関する設計】
建屋開⼝の影響により⾶来物に対して防護が期
待できない屋内の可搬型SA設備は、位置的分散
された予備を期待して必要な機能を維持する設
計としており、8条(⻯巻)に関する設計のうち建
屋開⼝の影響に対する設計と合わせて説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐4‐1 可搬のうち衝突荷重に対して同時機能喪
失を防ぐもの(⼤型移送ポンプ⾞)

外部保管エリア（保管庫の外）に保管する可搬
型SA設備は、⾶来物に対して位置的分散された
予備を期待して必要な機能を維持する設計とし
ており、8条(⻯巻)に関する設計のうち屋外の防
護対象施設の設計と合わせて説明する。
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第三十六条 重大事故等対処設備）

添付２
資料2　各条文の基本設計方針及び設計説明分類の紐付整理

設計説明分類
(下線は代表)

各基本設計方針の対象とな
る範囲（対象範囲は資料1別

添参照）
設計項目 設計項目の考え方 説明グループの考え方 既認可からの変更点 関連する個別補足説明資料

項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

第２回申請

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

構造設計
(No.122-2)

－ －

36条B⑳ 屋外の可搬型重大
事故等対処設備

評価
(No.122-2)

－

＜固縛装置の評価対象部位＞
⇒評価対象部位の選定を説明
【[補足重事07添付3]固縛装置の
評価対象部位について】

設計説明分類共通（屋外　機器・配
管）

－
(施設共通の基本設計方針の

ため)

構造設計
（運用）

－ －

36条A⑮ 屋外アクセスルー
ト

配置設計

36条A⑮ 屋外アクセスルー
ト

配置設計 － －

構造設計
(No.154-●)

評価
(No.154-●)

構造設計
(No.154-●)

－ －

評価
(No.154-●)

－ －

建物・構築物（屋外アクセスルー
ト）

36条A⑯ 屋外アクセスルー
ト

配置設計

－ －

追而 システム設計

－ －

36条B㉓ ホイールローダ 構造設計

－ －

36条A⑰ 屋内アクセスルー
ト

配置設計

－

追而

凡例

・「説明対象」について

〇：当該申請回次で新規に記載する項目又は当該申請回次で記載を追記する項目

△：当該申請回次以前から記載しており，記載内容に変更がない項目

－：当該申請回次で記載しない項目

屋内のアクセスルートは以下を考慮した設計。
・屋内のアクセスルートは竜巻に対して外部からの損傷を防
止できる建屋等内に迂回路も考慮した複数のアクセスルート
を確保する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－15

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.152を受けた設計

屋外　機器・配管

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.152を受けた設計

屋外のアクセスルートは以下を考慮した設計。
屋外のアクセスルートは竜巻に対して迂回路も考慮した複数
のアクセスルートを確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

建物・構築物（アクセスルート）

冒頭宣⾔に当たる基本設計⽅針No.152を受けた設計

屋外機器・配管

－
(運用要求のため)

アクセスルートに対する自然現象については，重大事故等時における敷地及
びその周辺での発生の可能性，アクセスルートへの影響度，事象進展速度や
事象進展に対する時間余裕の観点から，アクセスルートに影響を与えるおそ
れがある事象として，地震，津波(敷地に遡上する津波を含む。)，洪水，風
(台風)，竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び森
林火災を選定する。

設置要求 基本方針(アクセスルート) 基本方針（アクセスルー
トの確保）

屋内のアクセスルートは，自然現象及び人為事象として選定する風(台風)，
竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火
災，塩害，航空機落下，敷地内における化学物質の漏えい，近隣工場等の火
災，爆発，有毒ガス及び電磁的障害に対して，外部からの衝撃による損傷の
防止が図られた建屋等内に確保する設計とする。
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122 屋外の可搬型重大事故等対処設備は，風(台風)及び竜巻に対して風(台風)及
び竜巻による風荷重を考慮し，必要により当該設備又は当該設備を収納する
ものに対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。
ただし，固縛する屋外の可搬型重大事故等対処設備のうち，地震時の移動を
考慮して，地震後の機能を維持する設備は，余長を有する固縛で拘束するこ
とにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。

機能要求①
設置要求
評価要求

可搬型重大事故等対処設備
施設共通　基本設計方針

基本方針（環境条件等
（可搬型重大事故等対処
設備））

設置要求
機能要求①
運用要求

アクセスルート
ホイールローダ
施設共通　基本設計方針

設計方針（アクセスルー
トの確保）

設置要求 再処理施設　各建屋 基本方針（アクセスルー
トの確保）
評価（アクセスルートの
確保）

157 屋外のアクセスルートは，「3.1 　地震による損傷の防止」にて考慮する地
震の影響(周辺構造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり)，その
他自然現象による影響(風(台風)及び竜巻による飛来物，積雪並びに火山の
影響)及び人為事象による影響(航空機落下，爆発)を想定し，複数のアクセ
スルートの中から状況を確認し，早急に復旧可能なアクセスルートを確保す
るため，障害物を除去可能なホイールローダを３台使用する。ホイールロー
ダは，必要数として３台に加え，予備として故障時及び点検保守による待機
除外時のバックアップを４台，合計７台を保有数とし，分散して保管する設
計とする。

ホイールローダは予備を含めた保有数を配備する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

屋外アクセスルートを確保するため，障害物を除去可能なホ
イールローダを配備する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

屋内のアクセスルートは以下を考慮した設計。
・屋内のアクセスルートは竜巻に対して外部からの損傷を防
止できる建屋等内に迂回路も考慮した複数のアクセスルート
を確保する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－154　建物・構築物(アクセスルート)

建物・構築物（屋内アクセスルー
ト）

屋外のアクセスルートは竜巻に対して迂回路も考慮した複数
のアクセスルートを確保する設計。

以上の設計は，以下の36条基本設計方針でまとめて説明す
る。
《関連する36条基本設計方針No.》
36条－154　建物・構築物(アクセスルート)

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は以下を考慮した
設計。
・屋外の可搬型重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等対
処設備を収納するコンテナは風荷重に対して固定する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－19

竜巻に対して，鋼製材よりも運動エネルギ又は貫通力が大き
くなる資機材等の設置場所及び障害物の有無を考慮し,資機
材等が飛来物とならないように固縛又は固定する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－29

アクセスルートを確保する建屋等は，設計飛来物の衝突に対
して，建屋の構造部材である屋根，壁，フード，扉が貫通及
び裏面剥離が生じない厚さを確保する設計。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－16

屋内のアクセスルートは以下を考慮した設計。
・アクセスルートを確保する建屋等は設計荷重(竜巻)に対し
て，建屋の構造部材が転倒,過大な変形及び脱落が生じない
よう，鉄筋コンクリート造を採用するとともに，建屋の構造
部材が十分な厚みを有する設計。
・風(台風)に対する設計は，建築基準法に基づき算出する風
荷重が設計竜巻の最大風速100m/sによる風荷重を大きく下回
るため，竜巻の設計に包含される。

以上の設計は，以下のDB基本設計方針と合わせて説明する。
《関連するDB条文基本設計方針No.》
8条(竜巻)－15

【環境条件に関する設計】
①‐3‐1 可搬のうち⾵荷重に対して⾃分で耐える
もの(可搬型中型移送ポンプ)

外部保管エリア（保管庫の外）に保管する可搬
型SA設備は、⾵荷重に対して固定することで必
要な機能を維持する設計としており、8条(⻯巻)

に関する設計のうち屋外の防護対象施設の設計
と合わせて説明する。

【環境条件に関する設計】
①‐7‐1 設計⾶来物にならないための措置(資機材)

8条(⻯巻)に関する設計と同様になるので、該当す
る設計⽅針に展開する。

【アクセス性に関する設計】
⑤‐1‐2 屋内アクセスルート
屋内アクセスルートは、⻯巻に対して健全性を
確保できる建屋内に設置する設計としており、8

条(⻯巻)に関する設計のうち建屋の設計と合わせ
て説明する。

【アクセス性に関する設計】
⑤‐2‐1 屋外アクセスルート
36条‐154の建物・構築物(アクセスルート)に関す
る設計と同様の設計であるため、36条側（36条‐

154）に統合する。

【アクセス性に関する設計】
⑤‐2‐2 屋外アクセスルート
屋外アクセスルートの設計であり、8条(⻯巻)に関
する設計のうち屋外の防護対象施設の設計と合わ
せて説明する。

【アクセス性に関する設計】
⑤‐3‐1 アクセスルートに影響を受けた場合に整
備するもの（ホイールローダ）
屋外アクセスルートの復旧に関する設計であり、
8条(⻯巻)に関する設計のうち屋外の防護対象施
設の設計と合わせて説明する。

【アクセス性に関する設計】
⑤‐1‐1 屋内アクセスルート
36条‐154の建物・構築物(アクセスルート)に関す
る設計と同様の設計であるため、36条側（36条‐

154）に統合する。
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